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鳥取県教育振興基本計画（H21～H25）

基本理念

「 自立した 心豊かな 人づくり 」

【鳥取県教育のめざす人間像】

∇「自立して」生きていく

・生きていくために、必要な知識・技能・教養などを身につけ、学び続ける人

・自ら考え、判断し、実行する力を身につけた人

・自らの個性、特性を大切にしつつ、夢や希望に向かって主体的に生きていく人

∇「社会の中で、社会を支えて」生きていく

・社会の一員としての自覚を持ち、規範意識や社会のルール・マナーを身につけた人

・社会の様々な場面において、人々との関わりを大切にしながら、主体的に活動したり、
貢献する人

∇「健やかで、心豊かに」生きていく

・心や体の健康を大切にし、進んで健康づくりに取り組む人

・優しさや思いやり、たくましさ、感動する心、コミュニケーション能力、勤勉さや
忍耐力などの豊かな人間性を身につけた人

・文化・芸術活動、スポーツ活動、読書活動、奉仕活動などを通じて心豊かに生きて
いく人

∇「ふるさと鳥取県に誇りを持ち、一人ひとりを大切にして」生きていく

・地域、ふるさとに愛着や誇りを持ち、仕事や活動を通じて地域やふるさとに貢献す
る人

・美しい自然、歴史と伝統を守り次代に受け継ぐ人

・自他ともに尊重し、他者の立場や人権を大切にする人
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平成２３年度アクションプランの概要

１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(１)社会全体（学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域社会・行政）
で取り組む教育の推進

・「学校支援地域本部事業」や「放課後子ども教室」の取組みを積極的 【主な事業】

に行い地域との連携を促進します。 ∇学校支援地域本部事業

・基本的生活習慣の定着を図るため、ＰＴＡを対象にしたモデル事業 ∇基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業

の実施や「おやじの会」と連携した学習支援の場や体験活動支援の ∇おやじの会との連携による地域教育力向上事業

場を創出します。 ∇企業との連携による家庭教育推進事業

・企業と連携した子育て支援の取組みを促進するため、「鳥取県家庭教 ∇放課後子ども教室推進事業

育推進協力企業」の加盟企業数を増やし、450社を目指します。 ∇ケータイ・インターネット教育啓発推進事業

・学校・地域・PTA などの学習会に「県ケータイ・インターネット教

育推進員」を派遣し、保護者や地域への啓発を図ります。

(２)教育の原点である家庭教育の充実

・学校、園や地域で、家庭教育について互いに学びあう「子育て親育 【主な事業】

ち」プログラムを作成・普及し、保護者同士の仲間づくりを進める ∇みんなで取り組む家庭教育応援プロジェクト事業

とともに、「子育て親育ち」を学校・家庭・地域のみんなで支えあう ∇心とからだいきいきキャンペ－ン(食･読･遊･寝)推進事業

機運を醸成します。また、子育てについて不安や悩みを抱える保護 ∇家庭教育啓発相談事業

者に対する電話相談に応じる相談員を配置し、子育て相談等へのア

ドバイスを行います。

・子どもたちの望ましい基本的生活習慣の定着に向けて取り組んでい

る「心とからだ いきいきキャンペ－ン」を引き続き展開し、特に就

学前幼児と保護者を対象に積極的に取り組みます。

(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援

・「未来をひらく鳥取学」を開催し、県民に生涯学習の機会を提供する 【主な事業】

るほか、社会教育主事の資格取得促進のための取組を行います。 ∇とっとり県民カレッジ事業

・公民館の活性化支援や船上山少年自然の家、大山青年の家などの社 ∇地域力（鳥取力）を高める公民館活性化ﾓﾃﾞﾙ事業

会教育施設の機能を強化し、人づくりや地域づくりの推進を図ります。 ∇社会教育主事養成事業

・子どもの読書に携わる大人のスキルアップや連携強化を図るととも ∇本の大好きな子どもを育てるプロジェクト

に、中学生等に読書を様々な視点で楽しむ取組を伝える事業を実施 ∇家庭での読書活動支援事業

するとともに、くらしに役立つ図書館推進事業等による図書館機能 ∇船上山少年自然の家・大山青年の家の利用促進

の充実により、読書活動の一層の拡大・充実を図ります。 ∇くらしに役立つ図書館推進事業

・博物館では、企画展等を一層充実させるとともに、「山陰海岸ジオパ ∇市町村・学校図書館協力支援事業

ーク」の魅力を伝える講座の開催や、新たに展示解説や体験コーナ ∇博物館企画展の開催

ーの運営スタッフ（非常勤）の増員等を行い、「山陰海岸ジオパーク」 ∇「山陰海岸ジオパーク」の魅力を学ぶ講座開催費

の拠点施設としての機能の拡充も図ります。 ∇ジオパークを楽しく学べる学習館充実事業

２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(１)学力向上の推進

・本県教育の重点課題である学力向上の推進のため、地域の実態に応 【主な事業】

じた先進的な取組を実施する中学校区を指定し、校種の枠を超えた ∇「未来を拓く スクラム教育」 推進事業

一貫性のある教育による先進的な取組を進めます。 ∇とっとり学力向上支援プロジェクト／「勉強がんばろ

・子どもたちの学力向上や生活・学習習慣の定着等について、地域・ う」キャンペーンの推進

学校・家庭と協力して取り組みます。 ∇全国学力・学習状況調査活用支援事業

・全国学力・学習状況調査の参加を希望して利用する（抽出調査対象 ∇未来を拓く学力形成事業

以外の）学校にも指導改善に役立つデータが提供されるよう、採点 ∇地域を担う人財育成事業

・集計経費等の負担をして学校の参加を支援します。 ∇楽しむ科学まなび事業

・各種研修の開催等により教員の授業力・指導力の向上を図り学力向 ∇鳥取県高校生科学セミナー開催事業

上を推進するとともに、地域産業と連携し、キャリア教育や実践的

起業家教育（アントレプレナ－教育）に取り組みます。

・「科学ゼミナ－ル」や「楽しむ科学教室」などを開催し、科学的思考

力を養うとともに、小学校における外国語教育の充実を図ります。

・科学セミナーを実施し、知的好奇心を喚起するとともに科学に対す

る関心や理数分野への学習意欲の一層の向上を図ります。
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(２)豊かな人間性、社会性の育成

・鳥取県道徳教育研究大会を開催するとともに、道徳教育の充実と、 【主な事業】

教職員研修等の充実による人権教育の推進を図ります。 ∇教育支援センター運営費補助事業 ∇不登校対策事業

・司書教諭の全校配置等による学校での読書活動の一層の推進を図る ∇高等学校等における不登校（傾向）生徒等支援事業

ほか、「心のふれあいプロジェクト」などに取り組みます。 ∇スクールソ－シャルワーカー活用事業

・いじめ問題などに対応するため、スクールソーシャルワーカーやス ∇心のふれあいプロジェクト指導者養成事業

ク－ルカウンセラ－、子どもと親の相談員の配置や教育相談事業の ∇県立学校人権教育推進支援事業

充実等を行います。 ∇道徳教育推進事業

(３)健やかな心身の育成

・新学習指導要領の周知・徹底に努めるとともに、学校体育や運動部 【主な事業】

活動の指導者研修会等を開催し教員や指導者の資質向上を図ります。 ∇芝生でいきいきとっとりっ子事業

・学校グラウンドの芝生化による児童の体力や健康への効果を調査研 ∇県立学校校庭芝生化推進事業

究するとともに、体力テストを分析・検討した結果を各学校等へ情 ∇学校給食用食材地産地消推進事業

報提供し、児童生徒の体力向上を目指します。 ∇鳥取方式の芝生化促進事業

・児童生徒の心や性等の健康問題への対応を支援する専門家の学校等 ∇新型インフルエンザ対策事業

への派遣や、性教育・薬物乱用防止教育に関する研修の開催等によ ∇学校体育充実事業 ∇児童生徒の体力向上事業

り、教職員の指導力の向上や関係機関との連携を深め、健康教育の ∇運動部活動推進事業

推進を図ります。 ∇心や性等の健康問題対策事業

・栄養教諭を中核とした食育の取組みや地産地消を推進するなどし、 ∇学校における食育推進事業

食育の充実を図ります。 ∇児童生徒の感染症等疾患対策事業

(４)社会の進展に対応できる教育の推進

・携帯電話やインタ－ネット等に関する情報モラル教育を推進するた 【主な事業】

め、関係機関と連携して、複数のモデル校において高校生自身によ ∇ケ－タイ・インタ－ネット教育啓発推進事業

る取組を推進し、報告会などによって県内高校への拡大を図ります。 ∇環境教育推進活動の支援

・「鳥取県ジュニア郷土研究大会」の開催などにより鳥取県に愛着を持 ∇ジュニア郷土研究応援事業

った人材の育成を行います。

・「鳥取県版環境管理システム」認定のための支援や環境教育推進活動

により環境教育の推進を行います。

(５)幼児教育の充実

・研修の充実やアドバイザ－派遣等による幼稚園教員及び保育士の指 【主な事業】

導力向上や幼児教育専任指導主事の園訪問等による幼児教育の充実 ∇幼児教育充実活性化事業

を図ります。 ∇保育・幼児教育の質の向上強化事業

・幼保小接続事業に取り組む市町村の支援や小学校教員の幼稚園・保 ∇園庭芝生化コミュニティー促進事業

育所における長期社会体験研修により幼保小接続の推進を図ります。 ∇鳥取方式の芝生化促進事業

・子ども達が自由に遊んだり運動する幼稚園等の園庭の芝生化を進め、 ∇認定こども園設置促進事業

園庭を活用した子育て支援活動の展開、保護者同士のコミュニティ

ーの活性化を図り、地域における子育て支援力の強化を進めます。

・認定こども園の設置を促進し、県内の幼児教育の充実を図ります。

(６)特別支援教育の充実

・外部の専門家の活用や研修の実施、専門免許保有率の向上、モデル 【主な事業】

地域の指定や研修会の開催等による「個別の教育支援計画」や「個 ∇特別支援学校就労促進事業

別の指導計画」の普及・徹底などにより、教員の指導力の向上や指 ∇発達障がい児童生徒等支援事業

導方法の工夫・改善を図ります。 ∇県立高等特別支援学校開設準備事業

・東中西部圏域ごとの相談体制を確立し、保護者等への支援の充実を ∇白兎養護学校訪問学級(鳥取医療センター内)整備事業

図るとともに、学校間や居住地域間の交流・共同学習を推進します。 ∇知的障がい者等に対する就労支援・雇用促進事業

・県立学校に知的障がい者等を雇用し、就労に向けた各種技能等の習 ∇私立高等学校等特別支援教育サポート事業

得を図り、民間企業への就労につなげる取組みを進めます。
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(１)児童・生徒減少期における学校の在り方

・「高等学校再編計画」を策定し、鳥取県の次代を支える人材の育成 【主な事業】

に向けた高等学校の在り方を示します。 ∇高等学校改革推進事業

・小中学校においては、市町村教育委員会との連携や支援を行います。

(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

・県民に信頼される学校づくりのため、学校関係者評価の公表率や学 【主な事業】

校評議員制度の設置率の向上を目指すとともに、県立学校において ∇県立学校裁量予算事業

は、第三者評価を4年に1回のサイクルで全校で実施します。 ∇県立高校裁量予算学校独自事業

・県立学校の自立度を高めるため県立学校裁量予算制度を充実すると ∇県立学校第三者評価推進事業

ともに、子どもたちへのきめ細かな指導を行うため、小学校１、２ ∇少人数学級の継続実施

年生及び中学校１年生における少人数学級は継続して実施します。 ∇教職員健康管理事業費

・教職員の過重負担等の解消や健康問題への対応では、業務分担の見 ∇教職員心の健康対策事業

直し、適切な加配措置等による学校の体制づくりを行うほか、メン ∇教職員の加重負担・多忙感の解消

タルヘルスケアの研修会の開催や相談体制を充実することにより、 ∇学校問題解決支援事業

精神疾患による休職者数の減を目指します。

・解決困難な問題の対応に追われ過重労働に陥ったり、精神的負担を

抱え健康を損なう教職員が発生しないよう負担軽減を図ります。

(３)使命感と指導力を備えた教職員の養成・確保・配置

・教職員評価・育成制度の実施により、教職員の人材育成及び資質能 【主な事業】

力の向上を図るとともに、「エキスパ－ト教員認定制度」により、 ∇授業力リ－ダ－養成「エキスパ－ト教員認定制度」

優れた教育実践を行っている教員の高い技術の普及を行います。 ∇教職員研修費

・教育センタ－等が実施する各種研修により、教職員の資質や指導力 ∇学校教育支援事業

の向上を図ります。 ∇高等学校における発達障がいのある生徒支援事業

・県立高校（3校）に高等学校特別支援コーディネーターを配置し、

特別な支援を必要とする生徒に対する効果的な就労・進学支援に関

する実証的な研究を進めます。

(４)安全・安心な教育環境の整備

・公立学校の耐震化を促進するとともに、児童・生徒の安全・安心な 【主な事業】

屋外活動を可能とし、運動能力の向上や精神的安定をもたらす効果 ∇県立学校耐震化推進事業

が期待される校庭の芝生化を推進します。 ∇県立学校校庭芝生化推進事業費

・特別支援学校の児童生徒数の増加による教室不足解消を図ります。 ∇特別支援学校教室不足解消事業

・学校の安全対策のために、全ての学校で「学校安全に関するマニュ ∇みんなでチャレンジ教材開発事業

アル」を作成するとともに、全ての小学校において「学校地域安全 ∇奨学資金債権回収強化事業 ∇育英奨学事業

マップ」が作成されることを目指します。 ∇学校安全対策事業

・県立学校の学校図書館の蔵書の充実を図るとともに、小・中学校に

おける基礎学力の定着に向けた教材開発を行います。

(５)私立学校への支援の充実

【主な事業】

・私立学校の耐震化に対する支援を行うほか、運営費に対する支援や ∇私立幼稚園運営費補助金

授業料の軽減を図るための助成を行います。 ∇私立学校施設整備費補助金

∇私立幼稚園施設整備費補助金

∇私立学校教育振興補助金

∇私立高等学校等就学支援金

∇私立学校生徒授業料等減免補助金
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４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

(１)文化・芸術活動の一層の振興

・芸術家、団体等に対する活動支援や「とりアート（鳥取県総合芸術 【主な事業】

文化祭）」の開催支援等を行います。 ∇第９回とりアート(鳥取県総合芸術文化祭)開催事業

・県内の高校、特別支援学校の生徒に、文化施設等において芸術を鑑 ∇鳥取県文化芸術活動支援補助金

賞する機会を提供するほか、ア－トスタ－トの取組を行う団体への ∇鳥取県ジュニア美術展覧会開催事業

支援、「ジュニア美術展覧会」の開催などを行います。 ∇ア－トスタ－ト「次世代鑑賞者育成事業」

∇芸術鑑賞教室開催補助金

(２)文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

・国、県指定、登録等の候補になり得る文化財の調査研究を行い、指 【主な事業】

定に向けて積極的に取り組むとともに、妻木晩田遺跡や青谷上寺地 ∇情報発信「鳥取県の文化財」

遺跡について、シンポジウムなどのイベント開催などにより積極的 ∇調査研究「鳥取県の文化財」

に県内外に情報発信を行います。 ∇情報発信「とっとり弥生の王国」

・青谷上寺地遺跡を保存、整備、活用するため史跡指定地を平成20年 ∇伝統芸能等支援事業

度から10ヶ年かけて公有化します。 ∇青谷上寺地遺跡史跡指定地公有化・保存活用事業

・民俗芸能フォ－ラムの開催など伝統芸能の支援を行います。 ∇とっとりの文化遺産魅力発掘事業

・県内の優れた文化遺産を観光資源としても活用できるよう、その魅

力の発掘を行います。

５ スポーツの振興

(１)心豊かで活動的なスポーツ社会の構築

・県民スポ－ツ・レクリエ－ション大会を開催するとともに、総合型 【主な事業】

地域スポ－ツクラブは旧３９市町村単位での設置を目指します。 ∇競技力向上対策事業費

・県教育委員会で実施していた一部の事業を（財）鳥取県体育協会に ∇スポ－ツ・レクリエ－ション事業

委託する等、競技力向上に係る両者の役割分担を見直すとともに、 ∇スポーツコミュニティー育成事業

一層の連携強化のもと、競技力の総合的な向上を図ります。 ∇生涯スポーツ推進費

・一貫した理念や内容で組織的・計画的にジュニア期（小中高）の指 ∇ジュニア期一貫指導体制推進事業

導体制の確立を図るとともに優秀なジュニア選手の発掘・育成・強 ▽国体青年団体競技強化事業

化により、本県の競技力向上を目指します。 ▽競技スポーツ推進費

６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

(１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

・教育委員が学校現場の課題やニ－ズを直接把握するため、スク－ル 【主な事業】

ミ－ティングを開催します。 ∇知りたい！聞きたい！開かれた教育づくり事業

・ホ－ムペ－ジや教育だより「とっとり夢ひろば」などを活用し、教 ∇教育振興事業費

育委員会の情報発信を推進します。 ∇教育委員会費

・県民や学校現場などの意見を生かしながら、確実に鳥取県教育振興

基本計画を推進していきます。

(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進

・市町村教育委員会との情報共有や委員研修会の開催、町村教育委員 【主な事業】

会の要請に応じて地域教育担当指導主事の派遣を行います。 ∇教育企画費

・学生教育ボランティアの推進や県内高等教育機関が行う環境分野の ∇町村教育委員会支援事業

研究に対する助成を行うとともに、県内高等教育機関と連携して科 ∇教育振興事業費

学的な思考力を高める取組を行います ∇高等教育機関等支援事業
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１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(１)社会全体(学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域社会・行政)で取り組む
教育の推進

Ｈ２２成果と課題

①社会全体で子どもたちを育む教育力の向上

・ 社会教育関係団体の活性化を図るため、「社会教育団体等による地域づくり支援事業」において団体活動費の助成の見

直しを行ったが、団体活動の活性化を促すさらなる支援が必要である。

・ 企業における従業員のより良い家庭教育環境づくりを推進するため、強調月間を中心に家庭教育推進協力企業の勧誘(個

別訪問・ダイレクトメールなど)を行い、協力企業が大幅に増加した。

今後はさらに企業数を増やすための広報等の取組みと同時に取組内容の充実が必要である。

・ 家庭や地域の教育力向上を目指し、おやじの会のノウハウを活用した取組みを委託実施し、おやじの会ネットワークの

拡大を図った。この結果、父親の家庭教育への支援参加が促進され、連携や協力体制が確立しつつある。なお、市町村で

も地域の教育力向上に向けた取り組みが積極的に見られるようになってきたが、更に推進するためには、県社会教育協議

会等と連携して研修の場を設定する必要がある。

・ ケータイ・インターネットに関して、学校・地域・PTA などの学習会に「県ケータイ・インターネット教育推進員」を
派遣し、保護者や地域への啓発を図った結果、社会全体としての問題意識はできつつあるが、フィルタリングの設定率が

低いなど課題もあり、さらに啓発を進めていく必要がある。

②地域全体による学校支援

・ 地域と連携して学校を支援する体制を構築するため、市町村への訪問等を行い、「学校支援地域本部事業」の普及に取

り組んだ結果、新たに日南町と湯梨浜町が学校支援地域本部を設置。特に西部地区では設置市町村は９市町村中５市町と

なり徐々に浸透してきている。児童生徒にとっても、地域にとっても良い効果が生まれていることから、こうした学校支

援ボランティアの取組みを広げていく必要がある。

③学びの主体者を育成

・ 人権学習会の充実に向け、市町村人権教育合同研究協議会を９町村（新規３町）で開催。東部地区では昨年度の１町か

ら２町に増加、西部地区では合同研究協議会開催希望の市町村の数は減少したが、これは隔年開催希望のためであり、住

民の人権学習は、プログラム学習会等の活用や指導・助言の要請もあり、取組は進んでいる。

・ 小地域懇談会の参加者減少及び固定化といった地域の課題に対して、「参加型」学習プログラムの提供など支援が必要

である。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①社会全体で子どもたちを育む教育力の向上

・ 各社会教育関係団体と意見交換する場を設けるなど、引き続き社会教育団体の活性化を働きかける。

・ 家庭教育推進協力企業制度の認知度を高めるために多様な広報を展開するとともに、企業での取組内容充実への支援策

としての県立施設使用料の減免など、協力企業のメリットを増やし、さらなる家庭教育推進協力企業数の増に努める。

・ 「おやじの会との連携による地域教育力向上事業」を引き続き実施し、さらなる父親の家庭教育への支援参加の促進と、

連携・協力体制の確立を図る。

・ 学校や地域だけでなく、企業などで開催される講演会や学習会への講師派遣を引き続き実施し、子どもたちがネット社

会の中でトラブルに巻き込まれないために大人の見守りの大切さを啓発する

②地域全体による学校支援

・ 現在「学校支援地域本部事業」に取り組んでいる市町村の先進的な事例を他市町村にも広め、学校支援地域本部事業を

含めた学校支援ボランティア事業がさらに進むように市町村へ働きかけを行う。

③学びの主体者を育成

・ 市町村人権教育合同研究協議会の継続的、計画的な開催に向け働きかけていく。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①地域の教育環境や人材など教育資源の □放課後子ども教室推進事業【家庭・地域教育課】
有効活用 ○ 子どもの安全・安心な居場所づくりを推進する。［（実施市町村数）10市町村］

○ 公民館等が地域の教育環境や人材などの教育 ・ 小学校の余裕教室等を活用し、放課後や週末に地域の方々の参画を得て、

資源を有効に活用し、各世代が子どもと接点を 勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施

持ちながら地域の教育力の向上につながる取組

みを推進できるよう支援する。 □学校支援地域本部事業【家庭・地域教育課】（再掲２(1)）
・ 教員に代わって、地域住民への学校行事･授業等への協力要請や地域人材の

②社会教育関係団体のネットワーク化と 発掘等を行うコーディネーターを配置し、学校を支援する

活動の活性化 （実施箇所数）９箇所（H22:７箇所）
○ ＰＴＡをはじめとする社会教育関係団体のﾈｯﾄ

ﾜｰｸ化の推進と活動の活性化を図る。 □社会教育団体等による地域づくり支援事業【家庭・地域教育課】
○ 社会教育関係団体やＮＰＯ等の教育力の活用や指導者養成等を行う。

③社会全体の協働・連携による家庭・地 ・ 社会教育関係団体等の特色を生かしたモデル的取り組みを委託実施

域教育支援の機運醸成と取組みの促進 ・ 社会教育関係団体の指導者育成等の経費の一部を助成

○ 企業等も含めた社会全体で家庭教育を支援す

る機運を醸成するとともに、取組みを促進 □みんなで取り組む家庭教育応援プロジェクト事業
【家庭・地域教育課】（再掲１(2)）

④青少年を有害情報から守る取組促進 ○ 「子育て親育ち」プログラムを作成・普及し、家庭教育について互いに学び

○ 青少年の健全育成を推進するため、メディア あい、保護者同士の仲間づくりを進めるなど、学校・家庭・地域のみんなで支

等による有害情報から守る取組みを促進する。 えあう機運を醸成する。＝「子育て親育ち」応援団ネットワーク会議の開催等

⑤人権教育の推進 □企業との連携による家庭教育推進事業【家庭・地域教育課】
○ 社会全体で人権教育に取り組み、一人ひとり （再掲１(2)、２(5)） ［（協定締結企業数）450社（H23.1月：401社）］
がより良い生き方について考え、それを実現し ○ 企業・事業所における家庭教育に配慮した職場環境づくりを推進し、子育て

ようとする権利の主体者の育成 環境やワーク・ライフ・バランスの一層の整備促進を図る。

・ 企業が進める家庭教育環境づくり、 ・ 企業への家庭教育講師の派遣

⑥今日的課題についての生涯学習機会の ・ 企業が子どもの体験活動を広げる取組を実施する場合の県施設利用料減免

提供【再掲１‐(３)】
□ケータイ・インターネット教育啓発推進事業【家庭・地域教育課】

⑦親や大人がモデルを示す運動の推進 （再掲２(4)、３(4）

【再掲１‐(２)】 ○ フォーラムの開催等により、緊急・幅広に高校生や保護者への啓発を図る。

○ 青少年の健全育成には、親や大人の役割や責 ・ 高校生フォーラムの開催

任も大きいことから、大人自身が自らの行き方 ・ ケータイ･インターネット教育啓発講師の派遣（中３の保護者を中心）

を見直し、実際の行動に結びつける運動を推進。

□基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業
【家庭・地域教育課】(再掲１(2)、２(1))～基本的生活習慣定着モデル事業の実施～
○ ＰＴＡと連携・協力し、「基本的生活習慣の定着」に取り組む。

□「おやじの会」との連携による地域教育力向上事業
【家庭・地域教育課】（再掲２(1)、２(2)）
○「おやじの会」と連携し、地域の教育力を高める。

・ 学習支援の場の創出 ・ 体験活動支援の場の創出

□高校生マナーアップ推進事業【高等学校課】
○ 高校生の規範意識の向上を図るため、大人が手本となり県民全体で高校生を

見守り育てる運動を展開する。 ＝「高校生マナーアップさわやか運動」等

□人権尊重のまちづくり推進支援事業【人権教育課】（再掲１(3)）
○ 市町村人権教育合同研究協議会を開催し、社会教育における人権教育行政の

実情を把握し、当面する課題について協議し、助言を行う。

□青少年育成対策推進費・鳥取県青少年健全育成条例の一部
改正【青少年・文教課】
○ 青少年が使う携帯電話へのフィルタリングサービスの利用率の向上を図る。

（条例のポイント） ・フィルタリングサービス解除に保護者の書面提出を義務付け

・携帯電話インターネット接続事業者の説明義務 等

（普及・啓発） ・有害情報に対する正しい理解力、判断力を養成するため、青

少年に対する啓発や携帯電話販売事業者等への指導を推進する
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□中部地区社会人権・同和教育担当者研修会の開催【中部教育局】
（再掲１(3)）

○ 人権教育の担当者、推進員等に対し、課題解決に向けた研修を行う。

・ 講演・研究協議・ワークショップ・現地研修等

□西部地区人権・同和教育振興会議研修会の開催【西部教育局】
（再掲１(3)）

○ＰＴＡ人権教推進部員・行政や社会教育及び類似施設職員対象の研修会を行う。

・ 講演・研究協議・ワークショップ等

□学社連携の推進【東部教育局】（再掲１(3)）
○ 学校と公民館を核にして地域の教育力向上に向けた学社連携を推進する。

・ 学社連携の推進に向けての情報提供、助言

（学社連携に取り組む公民館数） 10館（H22＝６館）

□学社連携による生涯学習の推進【中部教育局】（再掲１(3)）
○ 生涯学習の成果を生かし、学校を支援する取組を行う。

・ モデル地域の設定、学社連携の推進へ向けての情報提供、助言

（平成23年 各市町１地域以上（Ｈ22＝３市町））

□学社連携による生涯学習の推進【西部教育局】（再掲１(3)）
○ 生涯学習の成果を学校教育支援の場で生かし、子どもたちの生きる力の育成

を図る。（平成 H23:全市町村で１地域以上実施）
・ 学社連携の推進へ向けての情報提供、助言

□関係団体等と連携した親や大人がモデルを示す運動の展開
【青少年文教課】（再掲１(2)）
○ 青少年育成鳥取県民会議と連携し、「大人が変われば子どもも変わる運動」等

を積極的に展開し意識啓発を図る。

□心とからだいきいきキャンペ－ン推進事業【教育総務課】（再掲１(2)）

□学力向上支援プロジェクト【小中学校課】（再掲２(1)）
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１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(２)教育の原点である家庭教育の充実

Ｈ２２成果と課題

①家庭の教育力の向上

・ 子どもの基礎学力向上を図るため、基本的生活習慣の定着に係る主体的・具体的な取り組みや啓発活動を県ＰＴＡ協議

会に委託し、学校・家庭が連携して実施した。前年度から継続した結果、児童生徒、保護者への意識啓発、各家庭での実

践や児童生徒への基本的生活習慣の定着に効果が上がっており、学校の課題に即した新たな取組にもつながっている。

・ 少子化、地域や家族構成の変化から、子育てに関して地域や祖父母から十分な支援が得られず、不安を抱える親が増え

ている。また、学級懇談や PTA の研修会へ参加する親としない親が二極化する傾向にあり、子どもが小さいうちにお互

いに声をかけ、家庭教育について学びあえる仲間づくりを進める必要がある。

・ 基本的生活習慣の定着を図るため、「心とからだいきいきキャンペーン」を推進。「とっとり夢ひろば」、「メルマガ」、「県

庁前広告塔」などの各種広報媒体を利用し、普及啓発に努めた。

②社会全体による家庭教育の支援

・ 企業における従業員のより良い家庭教育環境づくりを推進するため、強調月間を中心に家庭教育推進協力企業の勧誘（個

別訪問・ダイレクトメールなど）を行い、協力企業が大幅に増加した。今後はさらに企業数を増やすための広報等の取組

みと同時に取組内容の充実が必要である。（再掲１（１））

・ 平成22年度は家庭教育支援者育成セミナーを６講座開催し、子育てサポーター等の資質向上を図った。前年度のセミナ

ー参加者アンケート等を参考に講師の選定など講座内容を充実した。

・ 子育て支援部局等と連携しながら、就学時前児童に焦点を当てた「幼児版心とからだいきいきキャンペーン」を推進す

るため、カレンダーやリーフレットを作成・配布した。

Ｈ２３対 応 方 針

①家庭の教育力の向上

・ 「子育て親育ち」を学校・家庭・地域のみんなで支えあう機運を醸成するため、学校、園や地域で、家庭教育について

互いに学びあう「子育て親育ち」プログラムを作成・普及し、保護者同士の仲間づくりを進める。

・ 「基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業」を22年度に新規実施したＰＴＡには引き続き実施していただくよ

う働きかけるとともに、これまでの成果をホームページなどで紹介し、他ＰＴＡにも基本的生活習慣の定着を目指した取

組みの普及啓発に努める。

・ 「心とからだいきいきキャンペーン」と「勉強がんばろうキャンペーン」の一環として、新たに「学習シール」を作成

し、園や学校、家庭で活用することで、生活習慣や学習習慣の意識醸成につなげる。

②社会全体による家庭教育の支援

・ 家庭教育推進協力企業制度の認知度を高めるために多様な広報を展開するとともに、企業での取組内容の充実への支援

策として、県立施設使用料の減免など、協力企業のメリットを増やし、さらなる家庭教育推進協力企業数の増に努める。

【再掲１（１）】

・ 平成23年度は、地域での子育て支援に、高齢者の方に参画していただき、地域の教育力を向上させるため、県内３地域

で子育てに関する講座を実施する。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①家庭における学びの習慣づくり【再掲２ □家庭教育支援基盤形成事業【家庭・地域教育課】
‐(１)】 ○ 子育て経験者、民生委員、保健師などの専門家が連携し、チームで支援する

○ 家庭での学習や生活習慣が子どもの学力に与 など、身近な地域における支援の充実を図り、家庭の教育力の向上に資する。

える影響を周知し、学校と家庭が協力した家庭 ・ 家庭教育支援者育成セミナーの開催、 ・ 市町村事業への助成

における学びの習慣づくりに関する施策を展開

○ 家庭での自学自習の習慣化の促進 □みんなでチャレンジ教材開発事業【教育センター】（再掲２(1)）
○ 予習・復習を求める授業の展開 ○ 家庭での自主学習用教材を開発し、その活用方法を協力校方式により探る。

・ 学校５年から中学校３年までのドリルを協力校に配布するとともに教育セ

②家庭教育に関する親の多様な学びの場 ンターのホームページに公開する。

の充実 ・ 小学校１年から中学校３年までのドリルの内容の加筆・修正を行い、県内

○ 子育てに関する学習機会や情報の提供、相談 小・中・特別支援学校に配布して活用を図る。

や専門的な人材育成などを関係機関が連携して

行い、多様な学びの場を創出 □家庭教育啓発相談事業【家庭・地域教育課】（再掲２(5)）
○ 保護者自らが自主的に学習と実践を行おうとする機運を醸成するともに、悩

③幼稚園・保育所等を活用した子育て支 みや不安を抱える保護者等の負担を軽減する。

援の促進 ・ 啓発冊子、インターネットや新聞等による、子育てに対する啓発・支援

○ 幼稚園、保育所及び地域子育て支援センター ・ 電話相談に応じる相談員を配置し、子育て相談等へのアドバイスの実施

が有する人的・物的資源を活用した施設の開放、

保護者同士の交流、情報の提供、子育てに係る □心とからだいきいきキャンペ－ン推進事業【教育総務課】（再掲１(1)）
相談・助言などにより子育ての支援の促進 ○ 子どもたちの基本的生活習慣の定着を図るための各種啓発活動を実施する。

・ 「学習シール」、「いきいきキャンペーンちらし」の作成

④企業による家庭教育支援の促進 ・ 関係機関・団体との積極的な連携による事業の展開

○ 新たな家庭教育推進協力企業の増加と、協定 【目標値：保護者認知率】100％（Ｈ22＝58.6％）

締結企業の取組の継続を目指す

男女共同参画推進企業認定制度など他制度等 □みんなで取り組む家庭教育応援プロジェクト事業【家庭・地域教育
との連携による企業による家庭教育支援の促進 課】（再掲１(１)）

⑤親や大人がモデルを示す運動の推進 □企業との連携による家庭教育推進事業【家庭・地域教育課】
【再掲１‐(１)】 （再掲１(1))

□基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業
【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、２(1)）

□関係団体等と連携した親や大人がモデルを示す運動の展開
【青少年文教課】（再掲１(1)）
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１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援

Ｈ２２成果と課題

①いつでもどこでも学べる環境づくり

ⅰ）生涯を通じて学ぶことができる環境づくりの推進・今日的課題について生涯学習機会の提供

・ 県民が生涯学習に関わるきっかけづくりとして「とっとり県民カレッジ」を開催したが、受講者数は前年より減少した。

引き続き受講者の学習意欲をかきたてる魅力あるプログラム等を検討する。

・ 生涯学習活動の成果を発表するイベント経費を支援（自主的な生涯学習活動支援事業）し、発表への意欲を刺激したと

ころ、今までより規模を拡大して幅広い交流や活動ができたとの感想をいただいた。

ⅱ）人権学習の推進

・ 人権学習におけるＰＤＣＡサイクルのあり方など市町村の取組みに役立つ内容で人権教育企画者実践講座(市町村の指

導者対象、全５回)を開催した。参加型学習を進行するファシリテーターの養成が急務と考える。

・ 市町村人権教育合同研究協議会を９町村で実施し、人権教育推進上の課題について協議した。今後も県の進める人権教

育について周知していく必要がある。

ⅲ）読書活動の推進による知の地域づくり

・ 国民読書年に併せ、牛乳パックによる啓発など各種事業を実施した。特に「読み聞かせスキルアップ事業」では読み聞

かせボランティアのレベルアップやネットワークづくりの契機となった。読み聞かせの技術レベルに応じた研修が県内で

受講できる仕組みが必要である。

・ 「創作体験支援事業」を５つの小学校で実施した。今後は読書離れが目立つ中学生等での実施を検討したい。

※「創作体験支援事業」 … 劇団「鳥の劇場」の指導を受け、児童が本の一場面を表現することで、互いの感じ方や表現方法の違いを学ぶ授業

ⅳ）公民館等社会教育施設の機能の強化と使用促進

・ 「鳥取県公民館振興プラン」の基本目標をテーマに、職員の意欲や企画力の向上が図れるよう工夫した市町村対象の研

修会や、公民館活性化のモデル事業を３館で実施中。さらに各局では、同プランの理解や浸透、活性化を図るため管内全

公民館を訪問し、助言・意見交換を行い、ユニークな事業、実行委員会形式や住民参画事業が増加し充実してきている。

・ 市町村や公民館により、公民館振興に対する体制や取組内容に差があり、活性化を促す取り組みが必要。その際、公民

館だけにテコ入れするのではなく、市町村教育委員会と連携した取組みが必要。

・ 今後さらに市町村作成のプログラム実践事例集やＰＤＣＡサイクルを活かした取組みへの働きかけが必要

・ 船上山少年自然の家及び大山青年の家では、子ども向けの新規野外炊事メニュー、高齢者向けの活動メニュー(薬草茶)

の研究や、引きこもり傾向にある子どもに長期自然体験活動への参加の呼びかけなどを行った。

ⅴ）図書館機能の充実

・ 関係機関と連携して、ビジネス、医療・健康、法律等の情報提供を行うとともに、今年度も引き続き起業につながるよ

うなビジネス支援サービスを実施(過去２年間で鳥取市雇用創造協会等との連携で７件起業)。

・ 特に、県民自ら課題解決するための支援や県内各図書館の機能向上への支援により「くらしに役立つ図書館」を普及す

ることができた。

・ ペイオフの解禁、過払い請求への対応など社会的な問題の法律情報を速やかに提供することができた。

・ 地域活性化支援のための山陰海岸ジオパークに関連する情報提供（企画展示２回等）をした。また、ガイナーレ鳥取と

連携して企画展示や高等学校における読書推進事業を実施した。

・ 県民・地域の様々な課題に対応するため県立図書館の情報提供機能を一層向上させること、県民向けの図書館活用法の

広報をさらに強化することが課題である。

ⅵ）博物館機能の充実

・ 従来の接遇研修に加え、職員人材開発センターの講師を招き、障がいのある方へのサービス向上を目指したアイサポー

ト研修等を実施した。さらに、新たに倉吉駅でのポスター連貼りや民放テレビのＣＭを実施した。

今後も、一層の来館者サービスの向上と、企画展のターゲット層を意識した広報戦略を講じる必要がある。
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・ 企画展の入館者目標は、前半はほぼ達成したが、後半は少なかった。いずれの企画展も満足度(ｱﾝｹｰﾄ)は90％と高いこ

とから、来館までの誘導策と目標値の精査等企画全体のマネジメントをより厳密に行うことが課題。一方、サタデーアー

トフィーバー等の普及事業の参加者はコンスタントにあった。

〆「楊谷と元旦」：入館者 3,730人（目標４千人）、 〆「シーラカンス」：入館者 11,092人（目標８千人）

〆「海と生きる」：入館者 2,681人（目標４千人）、 〆「辻晉堂展」：入館者 2,518人（目標７千人）

・ 山陰海岸学習館もリニューアルオープン(4/24)以来、入館者が大幅に増加し、山陰海岸の世界ジオパーク認定(10/4)と
いう好機もあり、昨年度に比べ3倍を超える入館者となっている。※入館者(4/24～1/31）：36,113人（H21入館者 10,255人）

・ 地学系学芸員の増員（新規採用）などもあり、山陰海岸ジオパークの魅力を楽しく学べる拠点施設として開催した観察

会や各種講座等は、ほぼ定員に近い状態で実施することができた。また、兵庫県立人と自然の博物館と連携したバスツア

ーは大変好評で、鳥取・兵庫両県から多くの参加申込があった。

・ 「山陰海岸ジオパーク」世界認定を契機に、継続的に、関係地域と今以上に連携した一層の取組が必要。

ⅶ）高等教育機関との連携促進

・ 大学による講座、セミナー等が計画通りに実施できた。また、大学との共同展示や講演会を実施した。

・ 事業の広報については、各高等教育機関と連携し、効果的な広報活動を行う必要がある。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①いつでもどこでも学べる環境づくり

ⅰ）生涯を通じて学ぶことができる環境づくりの推進・今日的課題について生涯学習機会の提供

・ とっとり県民カレッジ主催講座は、23年度から民間に一部委託して実施する予定であるが、民間の発想を導入すること

でさらに魅力ある講座とし、受講者数の増を図る。

ⅱ）人権学習の推進

・ 総務部人権局及び社団法人鳥取県人権文化センターと連携を図りながら、市町村の人権教育を支援する。

ⅲ）読書活動の推進による知の地域づくり

・ 子どもの読書を支援する方々のスキルアップ研修を行う指導者を養成し、読書に関するボランティアを増やしていくと

ともに、選書等子どもたちが本を好きになる技術の普及に努める。

・ 読書離れが目立つ中学生等において、本の一場面を演じる創作体験支援事業を実施し、生徒の読書への関心を高める。

ⅳ）公民館等社会教育施設の機能の強化と利用促進

・ 公民館振興については、引き続き「人づくり・地域づくり」を推進する特色ある公民館事業への助成を行い、モデル事

例として他の公民館へ広報することにより、公民館の活性化を図る。

・ 船上山少年自然の家・大山青年の家では、応募者の少ない主催事業の問題点を検討するとともに、活動内容の充実に取

組むことにより、さらなる利用者数の増に努める。

ⅴ）図書館機能の充実

・ 様々な関係機関と連携し、既存のサービスに満足することなく、県民・地域の新たな課題に対応するための情報提供の

テーマを見つけ取り組むこと。

ⅵ）博物館機能の充実

・ 常に新しい課題にチャレンジし、「楽しめ」「ためになり」「頼りになる」博物館として地域に浸透していく取組を行う。

ⅶ）高等教育機関との連携促進

・ 高等教育機関側との役割分担の明確化、産学官連携における図書館の役割の啓発強化を図りつつ、引き続き講座やセミ

ナー等の開催の支援及び共同展示を行う。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①生涯を通じて学ぶことができる環境づ □自主的な生涯学習活動支援事業【家庭・地域教育課】
くりの推進 ○ 県民自らが企画実施する生涯学習活動の成果の発表を支援する。

○ 県民に生涯にわたって学べる場を提供する。 ・ 小規模フェスティバル、合同発表会等に取り組む生涯学習活動団体に開催

○ 学習成果を地域や家庭などに還元したり、様 経費の一部を助成

々な社会問題の解決に向けた実践ができる人材

育成の推進 □とっとり県民カレッジ事業【家庭・地域教育課】
○ 県民が生涯学習に関わる契機として、総合的・体系的な学習機会を提供する。

・ 主催講座「未来をひらく鳥取学」の開催と、東・中・西部会場ごとに座学

コース(各会場：300人募集)・専門講座を実施

・ 連携講座：１５０機関９００講座を内容により６コースに体系化して紹介

・ 取得単位数などに応じて、「奨励賞」「とっとりマナビスト」「とっとりマス

ター」の称号を授与。（とっとりマスター）８人（Ｈ２２：６人）

□社会教育主事養成事業【家庭・地域教育課】
②公民館等社会教育施設の機能の強化と ○ 社会教育主事資格取得を促進し、生涯学習・社会教育推進のレベルアップ、

利用促進 体制整備を図る。

○ 社会教育施設が、地域の「学習」「人づくり・ ・ 社会教育主事資格取得のためのエルネット講習の開催

地域づくり」の拠点として機能するよう支援 ・ 宿泊研修、現地研修、事業計画立案の実際に関わる研修の企画・運営

○ 「鳥取県公民館振興プラン」を推進 （受講者数）１０人以上（Ｈ２２：２２人（分割受講者１２人を含む））

○ 高校生を始めとする青少年が積極的に関わる

ことができるような取組みの推進 □船上山少年自然の家・大山青年の家利用促進【家庭・地域教育課】
○ 船上山少年自然の家や大山青年の家において ○ 自然を利活用し、青少年等に対して様々な体験活動を提供している船上山少

は、幼児や高齢者にも対応するなど、あらゆる 年自然の家及び大山青年の家の利用促進を図る。

世代の利用促進を図る。 ▽船上山少年自然の家運営費 ▽船上山少年自然の家事業費

▽大山青年の家受入事業 ▽「大山」自然が友だち ときめき”本物”体験事業

・ 各種主催事業の積極的な企画、実施

・ 新たなプログラム開発

・ 利用団体のニ－ズに応える活動支援の充実

・ 指導員派遣による出前指導の充実

・ 広報活動の充実

・ 青少年の現代的な課題解決に向けた事業開発へのアプローチ

（数値目標）＜船上山少年自然の家＞年間利用者数 ２５，４００人以上

年間利用団体数 ２７５団体以上

＜大山青年の家＞ 年間利用者数 ３０，０００人以上

年間利用団体数 ３５０団体以上

③今日的課題について生涯学習機会の提 □地域力(鳥取力)を高める公民館活性化モデル事業【家庭・地域教育課】
供【再掲１‐(１)】 ○ 「地域力（鳥取力）」を高める県内公民館の先進的な取組みをモデル事業とし

○ 今日的課題に対応できる学習機会の積極的な て指定しその有効性を実証し、また、成功事例として情報発信し県内に広げる。

提供

□生涯学習センター運営費【家庭・地域教育課】
○ 指定管理者に生涯学習及び社会教育の施設の管理運営を委託する。

□生涯学習だより「わくわく中部」の発行【中部教育局】
○ 生涯学習・社会教育にかかる様々な情報提供を図る（中部教育局のホームペ

ージ上の掲載、各市町へ送付）。

□中部地区社会教育担当者研修会の開催【中部教育局】
○ 社会教育担当者が一堂に会し、課題解決に向けた研修を行う。（講演・研究協

議・ワークショップ等）。

□西部地区社会教育担当者研究協議会研修会の開催【西部教育局】
○ 社会教育担当者が一堂に会し、課題解決に向けた研修を行う。（講演・研究協

議・ワークショップ・現地視察等）。

□学社連携の推進【東部教育局】（再掲１(1)）
□学社連携による生涯学習の推進【中部教育局】（再掲１(1)）
□学社連携による生涯学習の推進【西部教育局】（再掲１(1)）
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④人権学習の推進 □人権尊重のまちづくり推進支援事業【人権教育課】（再掲１(1)）
○ 人権尊重のまちづくりの推進 □中部地区社会人権・同和教育担当者研修会の開催【中部教育局】

（再掲１(1)）

□西部地区人権・同和教育振興会議研修会の開催【西部教育局】
○ 西部地区のＰＴＡ人権教育推進部員・行政担当者・社会教育及び類似施設職

員対象の研修会を開催。

⑤読書活動の推進による知の地域づくり □家庭での読書活動支援事業【家庭・地域教育課】（再掲２(2)）
○ 幅広い世代への読書活動の浸透と県民が本に ○ 企業文庫を設置し、家庭で親子が一緒に読書に取り組める環境を整える。

親しむ「知の地域づくり」を推進 ○ 若桜鉄道の駅舎に本を整備し、利用者が本に親しむことができる環境を整え

る。

□本の大好きな子どもを育てるプロジェクト【家庭・地域教育課】（再
掲２(2)）

○ 子どもの読書に携わる大人のスキルアップと中学生等に様々な視点で読書を

楽しむ取組を伝える。

・子ども読書アドバイザー養成講座、アドバイザー派遣等

・創作体験支援事業

⑥図書館機能の充実 □くらしに役立つ図書館推進事業【図書館】
○ くらしや仕事に関する様々な情報収集を行い、 ○ 県民の仕事や生活に役立つ情報提供の徹底

県民が自ら課題解決するための支援拠点とする。 ・ 「ビジネス支援」、「医療・健康情報サービス」、「法情報サービス」等の継

○ 他の情報提供機関との連携・ﾈｯﾄﾜｰｸ化を進め、 続(健康情報サービスに関する講座の開催他)

それを活用した資料相談を拡充する。 ・ ビジネス、医療・健康、法律等の情報提供サービスを統合した形の「働く

気持ち応援コーナー」の設置による総合的な情報支援体制の強化

・ 子育て支援、地域活性化支援への取り組みを強化

・ 闘病記文庫の充実（医学情報と闘病記を一体的利用できるコーナーの設置）

・ 各種文献情報を検索できる商用データベースや専門雑誌の充実 他

□市町村・学校図書館協力支援事業【図書館】
○ 市町村立図書館、学校図書館、県内図書館ネットワークの要として県全体の

図書館サービスの高度化を図る。

・ 図書館間の資料搬送及び遠隔地利用者に資料を宅配する「物流システム」

の運用

・ 各種研修機会の提供、巡回相談等

・ 「鳥取県図書館横断検索システム」の運用による利便性向上

・ 県民の図書館利用研修会

□郷土情報発信事業【図書館】
○ すぐれた郷土資料（地域資料）の収集・保存、資料データベース化を進め、

郷土資料の利用啓発、郷土出身者の顕彰、郷土関係文学者に関する情報発信等

を行う。

・ 「文字・活字文化の日」記念事業(記念講演会、資料展)

□子ども読書活動推進事業【図書館】
○ 図書館職員、学校・幼稚園・保育所職員及び保護者等に様々な研修機会を提

供し、「子どもに本を手渡す大人」を育てる。

○ 読み聞かせや本の紹介など、子どもから大人までそれぞれの対象に応じた実践

や情報発信を行い、本の楽しさ、面白さを伝える。

□環日本海図書館交流事業【図書館】
○ 環日本海諸国（地域）に関する資料収集・情報発進、関係諸国（地域）図書

館との図書交換等を行い、県民の交流や異文化理解を支援する。

（翻訳絵本の読み聞かせ 他）

○ 東アジアを中心としたビジネスのための情報提供や観光情報の提供を行う。（環

日本海交流室にビジネス情報コーナーを設置）
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⑦博物館機能の充実 □企画展開催費【博物館】
○ 本県の自然、歴史、民俗、美術等について、 ○ 鳥取県の自然･歴史美術に関するものや世界的・全国的に貴重なものについ

展示、講演、体験活動等により、県民が楽しく て、資料、作品と研究成果等を企画展として広く県民に紹介する。

学び、感動を覚えるような「魅力ある県立博物 ・ 没後50年 森岡柳蔵（23年4月9日～5月22日）

館」づくりを推進 ・ ジョルジョ・モランディ展（23年6月5日～7月14日）

・ OCEAN! 海はモンスターでいっぱい（23年7月23日～8月28日）
・ 大久保英治（23年11月16日～12月25日）

・ 鳥取鉄道物語（24年2月11日～3月20日）

（企画展・常設展への入館者数）H23目標 5.5万人（H23.1月実績＝4.3万人)

□博物館普及事業費【博物館】
○ 学校教育、社会教育などの中で博物館を利用し、展示解説や体験活動を通し

て、郷土の歴史や自然、芸術に関する知的感動を与える。

・ 館内外での講演会、ワークショップの開催や移動博物館、美術館の開催

・ 博物館資料を学校教育活動や児童生徒への学習に提供

（普及活動（講座、相談等）への入館者数）

H22目標 ０．３万人（H21実績＝０．３万人)

□自然事業費、人文事業費、美術事業費【博物館】
○ 資料の収集、修復や調査・研究を円滑に推進し、その成果を各種展示や教育

普及活動に反映する。

・ 学芸員による調査研究

・ 資料の製作、購入および修復、保存

・ 常設展示室の展示替え、メンテナンス

・ 郷土の美術作家や美術事業に関する調査

・ 美術作品のコレクションの充実

□『山陰海岸ジオパーク』の魅力を学ぶ講座開催費、ジオパ
ークを楽しく学べる学習館充実事業 【博物館】
○ 『山陰海岸ジオパーク』 の拠点施設として、その魅力を楽しく学べる観察会

や講座の開催、公民館や学校などに学芸員を派遣する「ジオパーク出前講座」

などを実施する。

・ 主催講座等の開催（兵庫県人と自然の博物館と連携したバスツアーの実施

や歴史系講座の新設など）

・ 推進協議会事業への出展や学芸員派遣（ジオパーク出前講座等）の実施

○ 拠点施設として魅力的な展示や体験学習機会を提供できるよう、展示解説や

体験コーナーの運営スタッフ（非常勤職員）を増員し、施設の適切な運営管理

と急増する来館者サービスの充実を図る。

・ 専門員（非常勤職員）の増員や学芸員による調査研究機能の充実

・ 展示資料の充実、施設の維持管理及び円滑な運営体制の確保

（入館者数）H23目標 0.8万人（H23.1月実績＝3.6万人)

⑧高等教育機関との連携促進【再掲６‐ □高等教育機関との連携促進【図書館】（再掲６(2)）
(２)】 ○ 大学とのタイアップによる講座等の実施

○ 高等教育機関の公開講座等との連携による、 ・ 鳥取大学サイエンスアカデミー

住民の学習機会の拡大 ・ 鳥取環境大学公開講座

その他随時協議のうえ事業を実施

○ 鳥取大学地域貢献事業への協力
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(１)学力向上の推進

Ｈ２２成果と課題

①学校と家庭が協働した学力向上
・ 基本的な生活習慣定着の取り組みを県ＰＴＡ協議会に委託し、学校・家庭が連携して実施した結果、児童生徒、保護者

への意識啓発や各家庭での実践や生活習慣の定着に効果が上がるとともに、学校の課題に即した新たな取組にも繋がって

いる。【再掲１（２）】

・ PTA指導者研修会や企業訪問の際に「勉強がんばろうキャンペーン」の周知を呼びかけた。
・ 家庭や地域の教育力向上を目指し、ノウハウを活用した取組みを委託実施し、おやじの会ネットワークの拡大を図った

結果、父親の家庭学習への支援参加の促進と連携・協力体制が確立しつつある。【再掲１（１）】

②自らの将来に夢や目標を持ち、主体的に学習する児童生徒の育成
・ 「全国学力・学習状況調査」における児童生徒質問紙の分析をした結果、Ｈ20年度からＨ22年度にかけて、
将来の夢や目標を持っている中学生の割合は年々微減していたが、反対に小学校児童の割合は増加している。
上級学校への進路指導と絡めながら、中学校における更なるキャリア教育の推進が必要である。
・ 「とっとり学力向上支援プロジェクト交付金事業」で各市町村の特色ある学力向上の取組を支援したこと
で、「国語、算数（数学）の勉強は好きだ」という項目の肯定的に回答する中学生の増加がみられた。

・ 高校では、進路や生き方・あり方に関する講演会やインターンシップ等の体験学習等を実施し、夢や目標を持ち、主体

的に学習する生徒の育成に努めている。さらに、合同勉強合宿や予備校教員による県内研修などの事業を通して、教科毎

の教員間の交流が活発になってきている。

・ 高校生や保護者を対象とした留学説明会を実施し、海外留学への意識啓発を図った。

・ 高校生英語弁論大会を実施し、５校13名の生徒が参加。英語学習への意欲の一層の喚起と国際的視野を広めるため、成

績上位２名を中国大会及び米国バーモント州へ派遣予定。

③基礎学力の確実な定着とさらなる伸長
・ 全国学力・学習状況調査活用支援(補助金)事業により、希望利用校（12市町村85校）の採点・集計を支援することで、

各市町村教育委員会からは、「希望利用でも抽出調査と同等の活用ができるようになった。」、「分析結果が悉皆調査より早

く返却され、調査結果をこれまで以上に指導に活かす時間がとれるようになった。」等のメリットが報告された。

・ 全国・学力学習状況調査等の分析結果からは、「学習意欲や活用する力の伸び悩み」や「学力の二極化傾向」などの課

題が見られ、その解決には小・中学校間の一層の連携が求められる。

・ 新学習指導要領では、広い視野に立った教育活動の改善・充実、幼児児童生徒に対する一貫性のある教育を推進する観

点から、学校相互の連携による新たな発想や取組みが求められており、市町村による具体的な実践を推進することが必要。

・ H22「とっとり学力向上支援プロジェクト」の全市町村での活用と独自の取組がなされ、今後、成果の検証とモデル的
な取組や成果の普及に努める必要がある。

・ 小・中学校においては、学校以外で平日60分以上学習(宿題や予習復習)している児童生徒の割合が増加。

・ 各県立学校では学校裁量予算を活用し、独自の学力向上事業を実施中。特に、県立高校学力向上チャレンジ・サポート

事業は７校で実施した。

・ 高校２年生対象の合同勉強合宿は、８月に３泊４日で実施し６校から55名の生徒が参加、その約９割が「さらに勉強し

たくなった」等の感想。１年生対象の合同勉強合宿は荒天により中止。今後、生徒が合宿で受けた刺激を各学校で維持さ

せる工夫が必要。

④教員の授業力向上
・ H22年度は、27名のエキスパート教員が研究授業等により切磋琢磨し、３月には18名に新規認定が行われた。

特に、認定者による授業公開や指導助言等を通して、優れた指導技術の普及を推進し、所属校を中心に教員の指導力向

上に成果があった。全国レベルの研修への派遣や県外教員との交流も実施し、県立高校では県外教員との授業実践・研究

交流事業を、10月以降国・数・英で計７回実施した。（認定者計45名＝小14名、中10名、高14名、特7名。H23.3.31現在）
・ 今後は、新規認定者の選考を進める際に、地域や教科のバランス等も考慮し進める必要がある。

⑤カリキュラム改善
・ 移行期最終年度の小学校外国語活動は、15市町村27校に拠点校を設置し、公開学習・研究会、中核教員や支援員及び ALT
等研修を実施し、TT 等の在り方の理解を深めるとともに、近隣校との連携を図り、同一中学校区で一貫した指導法のも
とに授業が進められた。※平均授業時数は32.0ｈ（H22計画）
・ 工業・水産の高校と産業界のネットワークが強固になりつつあり、他の学科でも地域を担う人財育成事業により取組を

推進中。また、産業界など関係機関の代表で構成される「人財育成確保ネットワーク会議」を開催し、企業の求める人材

像や人材育成の考え方などを意見交換し、時代の変化に対応した教育内容や学科を超えた連携策についても協議を行った。
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⑥児童生徒へ理科・科学やものづくりの楽しさや本質を伝える。
・ 新規希望校を中心に理科支援員を配置し、実験・観察等の授業支援を行った。なお、理科支援員の応募者が不足し、希

望校すべてに配置ができなかった。

・ 授業やクラブ活動等での“ものづくり”や実験・観察等の成果を顕彰し、生徒の意欲向上を図った（鳥取県科学技術教

育研究優秀賞表彰について「各学校への案内」や「夢ひろば」、「ホームページへの掲載」などを通して周知）。

・ 「とっとりサイエンスワールド2010」開催事業 … 鳥取(9/23,1,600名参加)、米子(8/29,800名〃)、倉吉(11/7 500名〃)
・ 「中・高校生科学ゼミナール」開催事業 … 17講座(中学生9講座、高校生8講座)を７/28～8/19に高等教育機関で実施。
・ （財）平成基礎科学財団「楽しむ科学教室」開催事業 … 12/4に倉吉未来中心で開催。高校生・大学生５８名が受講。
・ 「科学教育振興事業」開催（西部地区は10/3、中部地区は9/19 、東部地区は12/4）

Ｈ２３ 対 応 方 針

①学校と家庭が協働した学力向上
・ 「基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業」の継続実施を働きかけるとともに、これまでの成果を広く紹介し、

他のＰＴＡにも基本的生活習慣の定着を目指した取組みの普及啓発に努める。【再掲１（２）】

・ 「おやじの会との連携による地域教育力向上事業」を継続実施し、さらなる父親の家庭教育への支援参加の促進と、連

携・協力体制の確立を図る。【再掲１（１）】

②自らの将来に夢や目標を持ち、主体的に学習する児童生徒の育成
・ 文部科学省が作成し、Ｈ22年度に全国の各小学校に配布された「小学校キャリア教育の手引き」及び、Ｈ23年度当初に

配布が予定されている「中学校キャリア教育の手引き」等を活用しながら、小中一貫したキャリア教育の推進を目指す。

③基礎学力の確実な定着とさらなる伸長
・ 学力向上の推進のため、校種の枠を超えた一貫性のある教育実践を進める。

・ H23「とっとり学力向上支援プロジェクト」の全市町村での活用と独自の取組の継続を図り、また、特別枠を設けるこ
とで、より一層各市町村の実態・課題に応じた意欲的で効果的な特色ある取組みを支援する。さらに、「とっとり学力向

上支援プロジェクト」の成果と課題及びその解決策を検討し、次年度予算（施策）に反映させる。

・ Ｈ23年度の全国学力・学習状況調査が、本年度と同様の抽出調査方式で実施される方向の中、「全国・学力学習状況調

査活用支援（補助金）事業」について継続する。

・ 本県の学力の課題を客観的なデータをもとに分析し、高校生の学力向上を図るシステムを検討する。

・ 「とっとり学力向上支援プロジェクト」の成果と課題及びその解決策を検討し、次年度予算（施策）に反映させる。

④教員の授業力向上
・ エキスパート教員は認定期間が３年間であることを踏まえ、地域や教科のバランス等も考慮しながら認定者の拡充（全

県で50～60名程度）を進めるとともに、優れた指導技術の一層の普及に努める。

・ 各県立高校の枠を超えて教員同士、生徒同士が切磋琢磨する機会を増やし、県全体で生徒を育てる取組を一層支援した

い。

⑤カリキュラム改善
・ 「未来を拓くスクラム教育」推進事業において、校種を超えた一貫・連携カリキュラムの開発を行う。

・ 各教育局と連携し、本年度までの小学校外国語活動の成果を計画的に還元するとともに、各校の取組状況を把握する。

・ 農業学科における、産業界と学校のネットワークによる生徒・教員の研修等を行うための事業（モデル校の指定など）

を検討したい。

・ 県内高校の特色ある取組や課題研究等の成果を発表し合う機会を設け、活動の一層の充実を図る。

⑥児童生徒へ理科・科学やものづくりの楽しさや本質を伝える。
・ 理科支援員を確保するため、募集要項の配布方法等を工夫し、応募者を増やすよう努める。

・ 引き続き、児童生徒に理科、科学や“ものづくり”に触れることができる機会を提供していく。また、新たに“ものづ

くり”の指導者養成への取組に対して支援を行う。

・ 学校裁量予算を活用して各高等学校ごとの取組みを実施しているが、県全体で取り組むことにより、科学に対する関心

や理数分野への学習意欲の一層の向上、論理的思考力、判断力、表現力等の育成を図る。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

□「未来を拓くスクラム教育」推進事業【小中学校課・高等学校課】
①児童生徒の目的意識の育成 ○ 学力向上の推進に向けて、中学校区を指定し、小・中学校の連携や中・高等

学校の連携を軸に、幼稚園・保育所や大学と連携して、一貫性のあるカリキュ

○ 地域や企業と協働し、県の経済や様々な社会 ラムの開発などを行う。

動向についての体験活動や探究的な学習を深め、

自らの問題として考える気運を醸成 □理科支援員等配置事業【小中学校課】
○ 進路や生きる意味を考える等の講演会など、 ○ 小学校に授業のサポートや実験の準備・支援、教材や物品の整理などを行う

児童生徒に自らの進路を考えさせる取組みを推 理科支援員を配置し、小学校５・６年生の理科の授業を充実させる。

進

○ 中・高・大学が連携した取組の充実により、 □とっとり学力向上支援プロジェクト【小中学校課】（再掲１(1)）
生徒の上級学校への進学意欲を高める。 ○ 学力・学習情報などを地域と共有し、地域とともに学力向上に取り組もうと

○ 読書活動を通して、児童生徒が自らの将来に する意欲的な市町村や、学校・家庭が協力して生活・学習習慣や基礎基本の定

夢や目標を抱く取組みを推進 着をめざす市町村を支援する。

○ 科学やものづくりに触れ、その素晴らしさを

体験し、科学的思考力などを養う機会を増やす □全国学力・学習状況調査活用支援事業【小中学校課】
○ 頑張る大人の姿を児童生徒に紹介するなど、 ○ 全国学力・学習状況調査を希望利用する際の採点等に係る経費を補助し、学

進路指導やキャリア教育の充実を図る。 校や市町村の学力向上に向けた取組みの検証や児童生徒の指導改善を支援する。

○ 個々の生徒に応じたきめ細かな進路指導や科

目選択指導を行う。 □未来を拓く学力形成事業【高等学校課】
○ 就職に必要な資格取得の促進 ○ 各学校の垣根を超えて、教員や生徒が切磋琢磨し合うことで、教科指導力や

学力を向上させる取組み。

・教科指導力向上事業、・夢・チャレンジ事業、・保護者への進路情報発信事業

②家庭における学びの習慣づくり【再掲１ □地域を担う人財育成事業【高等学校課】
‐(２)】 ○ 地元産業界からの講師の招聘や教員の地元企業での研修など、産業界と学校

のネットワークを構築し、地域産業の担い手となる人財育成のための具体的施

策を立案・実施する。

・ 県、各学校のネットワーク会議の開催、 ・ 社会人講師の導入

③基礎学力の確実な定着 ・ 専門高校活動成果発表会、 ・ 高校生出前授業

○ 長期休業の総日数や授業時間の弾力化より学 □鳥取県高校生科学セミナー開催事業【高等学校課】
習時間を確保 ○ 知的好奇心を喚起しながら、科学に関する関心・理数分野への学習意欲の一

○ 各学校における放課後学習・補充授業の推進 層の向上を図る取組み。

○ 少人数指導やティームティーチングなど一人 ・ 鳥取大学・環境大学の協力を得て、理数系分野に関心が高い県内高校生(公

ひとりを大切にしたきめ細かな指導の推進 立・私立）を対象として実施（物理、化学、生物、地学、数学、情報）

○ 学校教育ボランティアの授業等への活用推進

□キャリア発達支援事業【高等学校課】
○ 社会のニーズ等を踏まえ、生徒一人一人の特性に応じた進路指導の改善や資

格取得の促進をなどを行う。

④進路実現に向けて、一人ひとりの学力 ・ 就職環境の整備（就職支援相談員の配置（定数））

を伸ばす教育 ・ 農業後継者育成支援 ・ 資格取得支援

○ 幼保小中高大が連携した取組の充実により、

基礎学力の定着を図る。 □中学校のための高等学校理解促進事業【高等学校課】
○ 探求（探究）的な学習を行った成果発表会や ○ 中学生や保護者及び中学校の教員等の高等学校に対する理解促進を図る。

各教科における言語活動等の充実 ・ 高等学校体験入学と参観週間の実施

○ 科学技術の発展に寄与するため、理数教育を ・ 進路指導資料「輝け！夢」を作成し、県内全ての中学２年生に配布

重視する。

○ 国際化社会に対応した外国語教育の充実 □外部人財活用事業【高等学校課】
○ 先端技術や各教科に関する専門分野の優れた知識・技能を有する一般の社会

人や大学教員を、各教科の一部領域を講義する講師として招聘する。

⑤教員の授業力向上【再掲３‐(３)】 □少人数学級の継続実施【小中学校課】（再掲３(２））
○ 小学校１,２年生及び中学校１年生における少人数学級の継続実施。

□外国語教育改善指導費【高等学校課】
・ 外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置(２３人）

・ 日本人英語担当教員の海外派遣研修（派遣予定国）

２ヶ月 ２人（アメリカ、イギリス、オーストラリア）



- 18 -

⑥カリキュラム改善 □地域産業との連携による産業教育充実事業【高等学校課】
・ 学校単位で専門学科教職員と地元企業等の検討委員会を実施

○ 高等学校の学科・コースを社会のニーズに応 ・ 産業界からアドバイザーを専門高校へ招き、そのアドバイスを参考に各学

じ、新しい社会を創造できるものへ改編 校がカリキュラムの改善策を検討・実施

○ 地域産業と連携した専門高校のカリキュラム

の改善 □鳥取県学校教育の重点の作成【小中学校課】（再掲３(3)）
○ 体験活動や探究（探求）的な学習をカリキュ

ラムに取り入れ、生徒のチャレンジ精神、創造 □教育課程研究集会の実施【小中学校課】（再掲３(3)）
力、コミュニケーション能力などを養成

□少人数学級の継続【小中学校課】（再掲３(2)）

□授業力リーダー養成「エキスパート教員認定制度」【小中学校課】
○ インターンシップを積極的に展開するととも （再掲３(3)）

に、デュアルシステムの導入を検討

○ 優れた芸術に触れる機会をカリキュラムの中 □みんなでチャレンジ教材開発事業【教育センター】（再掲３(4)）
に取り入れることを検討

□学校支援地域本部事業【家庭・地域教育課】（再掲１(1)）

□基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業【家庭・地域教育
⑦少人数学級の継続【再掲３‐(２)】 課】（再掲１(1)、１(2)）

○ 少人数学級の継続

□「おやじの会」との連携による地域教育力向上事業【家庭・地域
教育課】（再掲１(1)、２(2)）

□新学習指導要領への円滑な移行を支援【東部教育局】（再掲３(3)）

□西部地区学びをつなぐ・心をつなぐ・生活をつなぐ連携推
進事業【西部教育局】（再掲３(3)）

□楽しむ科学まなび事業【青少年・文教課】（再掲６(2)）

□教職員研修事業、学校教育支援事業【教育センター】（再掲３(3)）

□「学ぶ意欲の向上」を図る取組の推進【東部教育局】（再掲３(3)）

□人間性・社会性を基盤とした授業研究支援事業【中部教育局】
（再掲３(3)）
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(２)豊かな人間性、社会性の育成

Ｈ２２成果と課題

①道徳教育や人権教育の充実

・ 鳥取県教育課程研究集会に「道徳部会」を新設し、新学習指導要領の内容周知を図った。

・ 鳥取県道徳教育研究大会の実施(参加者約350人)や、道徳教育推進事業の指定校（3校）、道徳教育中央指導者研修会等

への教員派遣とともに、道徳教育推進教師研修を実施し、各学校での実践に役立てた。

・ 教育活動全体を通した道徳教育の推進の周知やそのための全体計画の作成を徹底することが課題である。

・ 「人権教育の指導方法等の在り方[第三次とりまとめ]」にある「協力的・参加的・体験的学習」を中核に置いた指導方

法の研究に努めた。今後も研究を継続し、その研究成果を効果的に周知する必要がある。

②読書活動の推進

・ 児童生徒への図書貸出冊数は近年横ばいであるが、児童生徒一人当たりの貸出冊数は伸びており、一斉読書実施校も増

加し、朝読書の実施率も95％以上を維持するなど読書活動が全県的に推進されている。

・ Ｈ22の司書教諭の全校配置と図書館活動専念のための５時間以上の授業時数軽減を確認するとともに、全県の司書教諭

を対象とした研修会を国語教科調査官を招聘して開催した。今後も司書教諭の質向上と、更なる読書活動の推進が課題。

・ 全県立高校に常勤司書を配置し、司書教諭と連携した読書活動の推進に取り組んでいる。県立高校の一斉読書実施校も

14校(H21)から20校に増加し、Ｈ21年「生徒一人当たりの図書貸出冊数」も12.5冊と初めて月平均１冊を突破した。
今後は一斉読書未実施校４校の実施に向けた取組が課題である。

③体験活動・文化芸術活動の充実

・ 小・中学校で芸術鑑賞教室等の取組が行われている。本年度は24小学校が「子どものための優れた舞台芸術体験事業」

の実施校に指定されている。今後も、市町村や学校の主体的な参加を推進したい。

・ 大韓民国江原道教育庁との交流は、Ｈ22年12月に実務者協議が行われ、交流再開に向けて合意されました。Ｈ23年度は

児童生徒交流や教員交流、ＰＴＡ交流など様々な交流を通して、より深い交流に発展させていきます。

・ 県立10高校で海外の高校との学校間交流を実施（予定を含む）中。この他４校で台湾の高校の修学旅行団を受け入れた。

なお、経済的理由等で今年度から３校が海外研修を中止するなど、今後の更なる減少が懸念される。

④不登校・いじめ問題等への取組み

・ 「スクールカウンセラー」や「子どもと親の相談員」の配置により、生徒のみならず保護者や教職員への相談活動など

が行われ、「不登校」や「いじめ」などの未然防止や解決に繋がっているが、相談員の不足やカウンセラーの担当時間数

の不足により、現場のニーズに十分応え切れていない現状もある。

・ 県・市町村教育支援センター同士のネットワークの構築や運営費補助など、不登校児童生徒の学校復帰に支援を行った。

・ 教育センターの「電話・来所・メールによる相談」活動で、学校等関係機関と連携して課題解決に向けて取り組んだ。

なお、「専門医(小児科・精神科)による相談会」は、昨年比約1.5倍の活用率であった。

一般相談も含め、中・西部地区の利用率を高めるため、各教育局の協力を得ながら情報提供に努めた。

・ 高校生等が対象の教育センター内の「ハートフルスペース」では、生徒へのグループワークや保護者研修会による生徒

支援・保護者支援に取り組んだ。今後、より適切な支援のあり方を検討する必要がある。

・ 「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート」(hyper- QU)を６校の高校でモデル的に実施した。今後、その

効果的な活用方法についてさらに広く周知していく必要がある。

・ 高等学校における「特別な支援を必要とする生徒を把握するための実態調査」を３高校の協力で実施し、対象生徒への

具体的支援策を協議し、それをまとめた「ガイドブック」を作成中であり、今後説明会を予定。

・ 各教育局では、各郡市の中学校(小)生徒指導部会に参加し、実態把握と「いじめ・不登校・問題行動に関する毎月の報

告」を分析し、市町村教育委員会との連携を進めた。その結果、早期対応が図られるなどの改善事例も見られたが、地区

により不登校や問題行動も高い傾向が続くなど、引き続き積極的な取組みが必要。
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Ｈ２３ 対 応 方 針

①道徳教育や人権教育の充実

・ 学校の教育活動全体を通した道徳教育を推進するため、さらに詳細な全体計画作成の徹底を図る。

・ 「協力的・参加的・体験的学習」を中核に置いた人権教育の指導方法の研究の継続とその成果の周知を図る。

②読書活動の推進

・ 司書教諭研修会は、児童生徒の有益な読書体験の機会が増すよう、県教育センターと連携して実施を予定。

・ 各県立学校の様々な読書活動推進の取組情報を共有し、各学校で参考にできるようデータベース化を図る。

③体験活動・文化芸術活動の充実

・ 文化・芸術活動の重要性について教育関係者に周知し、各団体がおこなう関連事業の情報提供を積極的に行う。

・ 大韓民国江原道教育庁との交流事業（生徒・教員交流など）や学校間交流、海外研修旅行等を拡充・支援することで、

国際交流に対する機運をさらに高めたい。

④不登校・いじめ問題等への取組み

・ 小学校に配置するスクールカウンセラーの拡大(中学校は全校配置)や「子どもと親の相談員」の配置増により、教育相

談活動の一層の充実を図る。

・ 高等学校等における不登校(傾向)生徒等支援事業により「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート」（hyper

-QU）を９校の高等学校で実施し、高校生の不登校や中途退学、いじめの未然防止を支援する。

さらに、「高等学校における特別な支援を必要とする生徒たちへのガイドブック」を有効活用し、発達障がい等の二次

障がいとして出現しやすい不登校の未然防止を支援する。

・ 教育センターの教育相談では、適切な時期と機会を捉え、関係機関と連携して課題解決に向かうよう支援する。

・ 西部教育局では、不登校、いじめ、問題行動への対応として、授業改善と学校の対応力を向上させる研修会の実施を検

討。

・ 「協力的・参加的・体験的学習」を中核に置いた指導方法を「研究成果物」として刊行し、周知を図る。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①道徳教育や人権教育の推進 □鳥取県道徳教育研究大会の開催【小中学校課】
○ 学級及び学校生活上の人権に係る諸問題の解 ○ 鳥取県道徳教育研究大会を開催し、道徳教育の一層の推進を図る。

決に向けた学習と人権の概念や生命の尊重、学

級のルール作り等の学習を推進 □道徳の授業の公開【小中学校課】
○ 幼・小・中・高・特別支援学校での道徳教育 ○ 小中学校で道徳の授業公開を推進する。

の一層の推進

□人権教育実践事業【人権教育課】
○ 人権教育推進のための先行研究を実施する。

・ 学級や学校生活の向上に結びつく「体験」を中核に置いた学習事例の開発

□県立学校人権教育推進支援事業【人権教育課】
○ 各学校の課題解決に即した事業に対する支援を実施する。

・ 生徒に人権尊重の社会づくりの担い手としての自覚を育てる人権学習

②読書活動の推進 □司書教諭の全校配置【小中学校課】
○ 朝読書をはじめとする読書活動の実施を推進 ○ 全小中学校に司書教諭を配置し、読書環境の充実に努める。

□読書活動による人間力向上事業【高等学校課】
○ 生徒の言語に関する思考力・判断力・表現力等の能力の育成を図る上で必要

な言語環境を整え、言語活動の充実を支援する。

・ 言語活動充実のための蔵書充実 ・ 読書に親しむ活動支援

・ 司書教諭の養成及び資質向上

□家庭での読書活動支援事業【家庭・地域教育課】（再掲１(3)）

□本の大好きな子どもを育てるプロジェクト【家庭・地域教育課】（再
掲１(3)）

③体験活動・文化芸術活動の充実 □韓国江原道との交流事業【小中学校課】
○ 体験活動を推進し、命や自然を大切にする心、 ○ 韓国江原道の児童生徒と鳥取県の児童生徒が交流を行うことにより、児童生

人を思いやるやさしさ、社会性、規範意識など 徒の識見を広め、国際感覚の育成を図る。

の育成

○ 教育現場に、児童生徒が芸術・文化に触れ、 □文化芸術活動支援事業【高等学校課】
感性を磨き、創造力、コミュニケーション能力 ○ 文化部活動を活性化し、文化芸術活動に対する機運を高めるとともに、文化

を高める機会を確保 芸術活動の継承者を育成する。

○ 文化部活動が充実するための支援 ・地域指導者、専門指導者の招聘 ・楽器、郷土芸能備品等の整備

○ 教育現場や地域で、子どもたちや若者が芸術 ・県高等学校文化連盟の活動に対する補助 ・合同練習会等の支援

・文化に触れ、感性を磨く機会の確保【再掲４

‐(１)】 □心のふれあいプロジェクト指導者養成事業【家庭・地域教育課】
○ 赤ちゃんとのふれあいを通じて子どもたちの豊かな心を育む。

・ 指導者養成講座の実施

□未来のパパママ育み事業【子育て支援総室】
○ 近い将来、親となる高校生等を対象に、親となるための自覚と子育てへの関

心・理解を深めてもらうため「出前教室」を開催する。

□中･高校生のための知的冒険事業【青少年･文教課】
○ 大学等県内の高等教育機関で少人数の講座を行うことにより、学校や家庭で

は得難い知的体験の機会を提供し、青少年の育成を推進する。

□「おやじの会」との連携による地域教育力向上事業
【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、２(1)）

□芸術鑑賞教室開催補助金【文化政策課】（再掲４(1)）

④郷土を愛する姿勢の育成 □ジュニア郷土研究応援事業【青少年・文教課】（再掲２(4)）
○ 地域の特色を生かした、人材や文化財、歴史、

自然などの地域や県にある財産を子どもたちが

共有できる取組みの推進
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⑤文化財を大切にする機運の醸成【再掲４ □情報発信「鳥取県の文化財」【文化財課】（再掲４(2)）
‐(２)】 □情報発信「とっとり弥生の王国」【文化財課】（再掲４(2)）

⑥相談体制の充実、関係機関との連携強 □スクールカウンセラー活用事業【小中学校課】
化 ○ ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰや子どもと親の相談員を配置し、相談体制の充実を図る

○ いじめ、不登校や中途退学などの生徒指導上 ○ 全県公立中学校の教育相談担当教員とｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰを対象の連絡協議会を開催

の課題に対応するため、学校における相談体制 → いじめや不登校等への対応と未然防止、効果的な相談体制の構築方法な

の充実と関係機関との連携強化 どについて研究協議を行う。

○ 不登校対応ネットワーク構築検討委員会の開催により、教育支援センター等

⑦いじめ問題の未然防止に向けた取組の 関係機関との連携を図る。

推進
○ いじめの問題へ教職員の認識を高め、問題に □スクールソーシャルワーカー活用事業【小中学校課】
適切かつ効果的に対応できる体制を整え、未然 ○ 教育・社会福祉関係の専門的な知識や技術を有するスク－ルソ－シャルワ－

防止に向けた子どもの社会性の育成、主体的な カ－を希望する市町村に配置し、不登校等の問題解決への対応を図る。

組織作りや教育活動を支援する取組みの推進

□教育支援センター運営費補助事業【小中学校課】
○ Ｈ２１までの３年間の補助率１／２の激変緩和措置を、市町村からの要望を

受け、補助率を１／３に下げて２年間の限定措置として継続。

□不登校対策事業【小中学校課】
○ 小中学校への不登校対応教員や子どもと親の相談員の配置、教育支援センタ

ー相互のネットワークの構築を推進し、不登校の未然防止や学校復帰を目指す。

□教育相談事業【教育センター】
１ 教育相談事業の充実 … 電話相談、来所相談、訪問相談、メール相談の実施

（１）所員による教育相談（教育相談担当者の専門性の向上）

（２）専門指導員による教育相談事業（事業についての広報の充実）

（３）県教育センターの教育相談会

・専門医（小児科・精神科）による相談の場の提供

２ 「高等学校等における不登校(傾向)生徒等支援事業」の実施

（１）高校生等を対象とした教育支援センター「ハートフルスペース」の運営

・指導員による適応指導、臨床心理士による心理相談

（２）不登校等の未然防止のための取組

・「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート（hyper-QU)」活用

□不登校児童生徒への組織的対応に対する支援【東部教育局】
○不登校問題に全教職員で取組む体制づくりを市町教育委員会と連携して支援。

・学校訪問やワークショップ等を通して予防策や早期発見等について指導助言

・不登校対応資料を基にした東部地区市町教育委員会・生徒指導部会との連携

□生徒指導に係る市町教育委員会訪問・学校訪問の実施
【中部教育局】
○ 生徒指導に係る市町教育委員会訪問・学校訪問をとおした課題把握と助言

・ 各市町教育委員会担当指導主事連絡協議会（年３回）

・ 市町教育委員会訪問、学校訪問（必要に応じて随時）

・ 月例報告の分析と情報発信

□生徒指導（不登校・問題行動への対応）の支援【西部教育局】
○ 生徒指導に係る市町村教委訪問・郡市単位・高校の生徒指導部会・学校訪問

をとおした課題把握と指導助言

・ 各市町村教育委員会担当指導主事等との協議

・ 学校訪問（必要に応じて随時）

・ スクールカウンセラー研修会等の充実

・ 各小中学校・高校生徒指導部連盟との連携

・ 月例報告の分析と情報発信
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(３)健やかな心身の育成

Ｈ２２成果と課題

①学校体育の充実

・ 近年、本県生徒の課題となっている柔軟性は、繰り返し啓発してきた結果、改善の兆しが見える学年も出てきた。

ペアストレッチの実施など具体的な体力向上に向けての取組みを提案していくよう検討委員会で議論した。

・ 本年度はスポーツテスト時代からの項目に加え、新体力テストから項目全ての考察を行い状況を把握した。

・ 校庭の芝生化工事の着手＝［県立聾学校（ひまわり分校）、県立高校２校］

・ グラウンドの芝生化の効果検証事業は、鳥取大学に調査研究を委託、モデル事業以外の県内３小学校と１中学校に協力

を依頼し、調査を開始した。本年度は、芝生植え付けの年で、芝生上で活動できる期間が短く十分な検証に至ってない。

来年度も引き続き、本年度協力校に協力を得てその効果等を検証する予定。

・ 運動部活動の外部指導者派遣は、高校で H21の57名が H22の71名に増加。中学校は本年度から国補助事業に代えて実施
したが H21の86名が H22は65名と十分でなかったため、今後、派遣枠の拡充に努める。

②健康教育の充実

・ 専門家やスクールヘルスリーダーを学校に派遣し、児童生徒の心や性等の健康問題への対応を行ったが、依然、問題を

抱える児童生徒は多く、引き続きその対応が必要である。

・ 新型インフルエンザ対応マニュアルを見直し、研修会(10月)等でその周知と理解を図った。

・ 近い将来流行が危惧される強毒性インフルエンザに備えた研修、さらに、今後確実に増えることが予想されるアレルギ

ーやアナフィラキシーショック等について、学校で適切な対応を行うための研修も必要である。

③性教育の充実

・ 研修会(6月)等で、校内体制による性教育の推進と関係者(機関)との連携の必要性・重要性の理解を深めた。

・ 指導実践研修(11月～1月、小中・県立学校各1校)を通して、教員の指導力の向上を図った。

④薬物乱用防止教育の充実

・ 薬物乱用防止教育の必要性と薬物乱用防止教室の進め方について、研修会（9月）等で理解を深めた。

・ 薬物乱用防止への意識の高揚を図るため、福祉保健部と連携した「ダメ。ゼッタイ。」普及運動（6月）の実施、その普

及運動に県内高校生がボランティアとして参加するなど、高校生の意識高揚を図った。

なお、普及運動に参加する高校生ボランティアが少なく、引き続き学校に協力を求めていく必要がある。

⑤食育の推進

・ 校内の指導体制づくりや食に関する指導全体計画の作成への指導、栄養教諭を中核とした食育推進事業の実施、関係部

局との連携等により、食育の推進を図った。

・ 新たに４名の栄養教諭の配置（11市町村で合計15名）による体制強化と、栄養教諭研修や新規採用学校栄養職員研修の

実施などで資質と指導力の向上を図った。

・ 「県民の日」に地元産食材使用の学校給食を提供し、各校の食に関する指導の充実と食育の推進を図った。

・ 学校給食県内産食材活用推進コーディネーターを鳥取県学校給食会に１名配置し、地産地消推進会議（5・9月）や鳥取

市との意見交換会(4・7月)、栄養教諭・学校栄養職員との意見交換会(9月)や地元食材を活用した調理講習会(11月)を開

催しながら、地産地消率向上のための課題解決を図った。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①学校体育の充実

・ 児童生徒の体力の状況を把握する「体力テスト」について、来年度も引き続き、分析・検討を行う。

・ 「体力テスト検討委員会」での議論をもとに、子ども達の運動機会の増加と体育学習の充実を図る。

・ 外部指導者の派遣枠の拡充など運動部活動の活性化を図るための方策を充実させていく。

・ 小学校校庭の芝生化について、「鳥取方式」の校庭芝生化モデル校を選定し実施するとともに、校庭芝生化の効果につ

いて調査を進め、その結果をまとめる。

・ 新学習指導要領の完全実施等に伴い、小・中学校の体育学習の充実を目指し、指導の充実に努める。
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②健康教育の充実

・ 専門家やスクールヘルスリーダーの派遣を継続し、児童生徒の心や性等の健康問題対策を行う。

・ 強毒性インフルエンザ発生に備え、管理職研修会、関係機関と連携した情報収集と学校・家庭への情報発信を引き続き

行う。

・ 今後、増加が予想されるアレルギーやアナフィラキシーショック等について、学校で適切な対応を行うための研修会を

開催する。

③性教育の充実

・ 校内体制の充実を図るとともに、性教育推進委員や関係機関等との連携を深めながら性教育・エイズ教育研修会、性教

育指導実践研修会を開催し、更なる性教育の推進を図る。

④薬物乱用防止教育の充実

・ 薬物乱用防止教育研修会を開催し、各校での薬物乱用防止教育の推進と講師となる指導者の養成を図る。

・ 高校生の「ダメ。ゼッタイ。」普及運動への参加を拡大し、意識啓発を図る。

⑤食育の推進

・ 食に関する指導全体計画に基づく校内指導体制の構築と栄養教諭を中核とした食育の推進及び学校給食における地産地

消の推進に取り組む。

・ 学校給食における地産地消を推進し、子どもたちに安全･安心な食の提供や地域の食文化を伝えることにより、郷土を

大切にする心や感謝の心をはぐくむ。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①学校体育の充実 □高等学校教育企画費【高等学校課】 ・全国大会等に参加する生徒の引率

○ 体育・保健体育学習の充実を図り、運動の必

要性について理解を深め、運動の日常化を推進 □学校体育充実事業【スポーツ健康教育課】（再掲５(1)）
○ 生涯にわたりスポーツに親しむ資質や能力の ・ 学校体育指導者講習会の開催 → 教員の指導力向上

基礎を育て、体力・運動能力の向上と健康の保 ・ 中学校で必修化された「武道・ダンス」実技講習会の年2回開催

持増進を図る。【再掲５‐(１)】 ・ 新学習指導要領の周知・徹底、学習指導充実用の高校指導資料作成、配布

○ 今後の運動部活動のあり方について、提言の

趣旨に則った運動部活動を推進【再掲５‐(１)】 □児童生徒の体力向上事業【スポーツ健康教育課】（再掲５(1)）
○ 運動部活動指導者の指導力の向上と外部指導 ・ 子どもの体力の現状や運動習慣づくりの重要性等についての啓発

者の効果的な活用の推進【再掲５‐(１)】 ・ 「新体力テスト等」を分析・検討し、子どもの体力向上支援策を検討する。

・ 放課後に子ども達の運動機会を提供する市町村事業に対して支援を実施。

・ 運動あそびチャレンジランキングの実施

□芝生でいきいきとっとりっ子事業【スポーツ健康教育課】（再掲５(1)）
○ 校庭芝生化の効果検証等、芝グラウンドを活用した教育や地域活動の提案

□県立学校校庭芝生化推進事業 【教育環境課】（再掲３(4)）
○ 児童・生徒の体力向上を図るため、校庭の芝生化を推進する。

□鳥取方式の芝生化促進事業【協働連携推進課】（再掲２(5)、３(4)）
○ 「鳥取方式」による小学校グラウンドの芝生化のモデル校への支援を行う。

□運動部活動推進事業【スポーツ健康教育課】（再掲５(1)）
・ 学校へ専門的指導力を有する指導者を派遣し、学校の運動部活動を支援

・ 外部指導者等研修会を開催し、運動部活動の指導者の資質向上を図る。

②健康教育の充実 □心や性等の健康問題対策事業【スポーツ健康教育課】
○ 心身の健康に関する学習の充実と生活習慣に ○ 心や性の健康問題対策事業協議会（性教育推進委員会と兼ねる）

ついて考える機会を増やす。 ○ 学校への専門家派遣（心や性に関する健康問題への対応）

○ 新型インフルエンザの発生など危機管理に対 ○ スクールヘルスリーダーの派遣（経験の浅い養護教諭への指導支援）

応した体制の充実を図る。

□児童生徒の感染症等疾患対策事業【スポーツ健康教育課】 ・研修会等

□お産・子育て環境づくり事業【子育て支援総室】
・ 中学校等で「いのちの出前教室」を実施する助産師会に対して助成する。

③性教育の充実 □心や性等の健康問題対策事業【スポーツ健康教育課】
○ 学校における性教育を推進していくための専 ○ 性教育・エイズ教育研修会＜年１回＞

門的な研修の実施と学校の組織的かつ体系的な ○ 性教育指導実践研修会＜年３回(小・中・県立学校の３校種で実施)＞

指導体制の充実や教員の指導力の向上 ○ 校内性教育推進委員会の設置による校内指導体制の整備

④薬物乱用防止教育の充実 □薬物乱用防止教育研修会の開催【スポーツ健康教育課】
○ 発育発達段階に応じた研修の実施と薬物に関す ○ 専門機関と連携した薬物乱用防止教室の開催を推進

る専門機関と連携した、学校の指導体制の充実支援。 ○ 薬物乱用防止教室の講師となる指導者の養成

⑤食育の推進【再掲３‐(４)】 □学校における食育推進事業【スポーツ健康教育課】（再掲３(4)）
○ 食生活の乱れの改善を図る指導の充実 ○ 食育を推進し、子どもたちの生きる力を育む。学校給食における地産地消を

○ 子どもたちへの安全・安心な食の提供や地域 推進し、安全・安心な食材の提供を通して地域の食文化を伝える。

の食文化の伝達 ・ 指導教材や啓発資料の作成・配布、 ・モデル地域における食育の推進

○ 栄養教諭の配置促進など学校における食育の ・ 栄養教諭の配置促進、 ・食に関する全体計画・年間指導計画の作成、

推進体制の充実 食育の推進のための校内指導体制の整備の働きかけ

□学校給食用食材地産地消推進事業【スポーツ健康教育課】（再掲３(4)）
○ 学校給食における地産地消をとおし、子どもたちに安全･安心な食の提供や地

域の食文化を伝え、郷土を大切にする心や感謝の心を育む。

・地産地消推進会議の開催等、・安心安全のための学校給食調理師研修会の開催

・学校給食県内産食材活用推進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置(鳥取県学校給食会に配置)

・地場産物を活用した学校給食献立調理講習会の開催
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(４)社会の進展に対応できる教育の推進

Ｈ２２成果と課題

①情報社会を主体的に生きる人材の育成

・ 情報モラル教育推進のため、担当者の悉皆研修やリーダー育成、校内研修用のデジタル資料や講義テキストの提供や意

識改善などに取り組んだが、依然、情報モラル授業実践への学校間の意識格差や特定個人への依存度も高く、全教職員の

情報モラル指導力育成のための校内研修のさらなる実施や教育課程への位置づけが必要。

・ 児童生徒の学習意欲の向上やより深い理解につながる授業改善の視点で、デジタルコンテンツの情報提供と活用方法の

演習を行ったが、児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力がある県内教員の割合は59%であり、その割合をさらに向上させ
ることが課題である。

・ ケータイ･インターネット高校生フォーラムをモデル校１校で実施し、ケータイ･インターネットとのより良い関わり方

を高校生自身で考える契機となった。

②環境教育の推進

・ 小・中学校では、環境教育推進資料の作成・活用や研修への派遣などを実施した。なお、全体計画の作成やＴＥＡＳⅢ

種の取得等について、校長会や学校訪問等を通して働きかけを行ったが、より一層の工夫が必要。

【ＴＥＡＳⅢ種取得率】 小学校14.4％， 中学校15.0％ （H21.9.1現在）
・ 今年度は、県立高校１校が新たにＴＥＡＳⅡを取得し、未取得校８校も取得に向けた取り組みを進め、県立高校全体で

環境教育の推進を図っている。

③鳥取県に愛着を持った人材の育成及び④主体的に行動する人材の育成

・ 各小・中学校では、「総合的な学習の時間」や「社会科」で、生活している地域についての学習や、道徳の時間で郷土

資料を扱った授業、地域人材を活用した学校教育が積極的に推進されている。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①情報社会を主体的に生きる人材の育成

・ 各学校で、全職員への情報モラル教育と授業実践研修を充実させ、情報モラル授業ができる教員を増やす。

・ 児童生徒自ら ICTを活用し、主体的な学びと情報活用力を身につけていく授業ができる研修を実施し、教員の ICT活用
の意識改善を図る。さらに、研修を通して教員自らで ICT活用指導力を養成する。
・ Ｈ23は教育委員会内にプロジェクトチームを結成し、ケータイ・インターネットへの取り組みを関係課で一体的に取り

組みたい。

・ ケータイ・インターネット高校生フォーラムを県内３校程度で実施し、それぞれの学校の実態に応じた取り組みを支援

し、報告会等を通して、その取り組みを県内高校へ広げる。

②環境教育の推進

・ 環境教育の推進に向けて、ＴＥＡＳⅢ種の取得に向けた取組の事例紹介や環境学習への有効性を強調するなどして、一

層の働きかけを進める。

・ 数年以内にすべての県立高校がＴＥＡＳⅡを取得できるよう取組を推進する。特に、生徒会活動等生徒の主体的な活動

をとおした環境活動になるよう努めるとともに、各種研修派遣等をとおして、地域や学校での環境教育の中核となる教員

の育成にも努める。

③鳥取県に愛着を持った人材の育成

・ 各小・中学校で、「総合的な学習の時間」や「社会科」で、生活している地域についての学習や地域人材を活用した教

育を継続し、探究的な活動へつなげる。

④主体的に行動する人材の育成

・ 各学校の実践行事、道徳教育等との関連を図りながら、主体的に行動する児童生徒の育成を一層推進したい。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①情報教育の推進 □教職員研修事業【教育センター】（再掲３(4)）
○ 携帯電話やインターネット等の情報メディア ○ 情報モラル教育推進研修の実施

を活用することのできる基礎的な能力や情報社 ・ 情報モラルに係る現状を理解し各校における指導の推進のため、研修を実

会の性質等についての正しい知識を身に付けさ 施する

せ情報社会に主体的に参画する態度を育成 ○ 初任者研修、新規採用養護教諭研修、１０年経験者研修における児童生徒の

○ 情報モラル教育については、安全に生活する 情報活用能力育成に係る研修を実施する。

ための危険回避と正しい判断や望ましい態度を

育てるという両面を体系的に推進 □ケータイ・インターネット教育啓発推進事業【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、３(4））
【再掲３‐(４)】

②環境教育の推進 □ＴＥＡＳⅢ種の周知等【小中学校課】
○ 学校の TEAS（鳥取県版環境管理システム）取 ・ 校長会連絡等を利用した TEASⅢ種の周知。
得の促進 ・ 未取得校に対して、指導主事による学校訪問の際に取得を呼びかける。

□県立高校鳥取県版環境管理システム取得の推進【高等学校課】
○ 高校生一人一人が環境との関わりについて理解し、身近なところから環境保

全に関する具体的な行動を進めるとともに、各高校で企画立案した環境教育の

推進に関する活動の支援を行い、生徒の社会性を育む。

・ 学校裁量予算での取組推進 ・ 環境教育推進活動の支援

③鳥取県に愛着を持った人材の育成 □ジュニア郷土研究応援事業【青少年・文教課】（再掲２(2)）
○ 児童生徒の興味関心に基づき、鳥取県の様々 ○ 児童生徒が地域研究など人文科学について関心を高め、さらに深く学び、よ

な分野に関する調査研究に取り組ませ、その研 り一層の創造力向上を図ることを促進する。

究成果を、広く県民に公開された場で発表する ・ 県内の小中高校生が地域社会を研究した成果を発表する「鳥取県ジュニア

ことにより、鳥取県への愛着を深めさせるほか、 郷土研究大会」を開催

発想力、論理力、表現力、批判的思考力、コミ

ュニケーション能力などを養う。

④主体的に行動する人材の育成
○ ボランティア活動をはじめ、地域を学ぶ体験

・探求的な学習に、学校や地域が連携して取り

組むことにより、社会的な問題に対して興味・

関心を持ち、自らの課題として主体的に解決す

る力を育成
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(５)幼児教育の充実

Ｈ２２成果と課題

①幼児教育の充実

・ 「幼・保合同研修会」は定着し参加者の評価も高く、また「幼・保・小合同研修会」ではカリキュラムの接続に向けた

取組の方向性の共通理解が図れるなど、確実に交流や連携が進んできたが、依然、地域による取組の差が見られ、これま

での成果を普及し、効果的な連携の在り方等を提示する必要がある。

・ 教育委員会主催の研修会へのニーズは高く参加者も多いが、園内で研修成果の共有ができていない状況や園の体制によ

り参加しにくい場合もあり、園内研修の体制づくりと参加者の時間の確保が課題である。

・ 保育指導員を２名増員した。幼児教育専任指導主事と保育指導員が連携し、保育所への計画訪問を実施するなど保育所

への指導体制が充実した。引き続き、市町村との連携により保育所の研修体制を構築する支援が必要。

・ 教育委員会、子育て支援総室が実施している保育所保育士、幼稚園教員等を対象とした各種研修会について、内容の調

整を図るとともに、次年度の研修計画の早期作成、年度内通知に努めた。

②子育て支援の充実

・ 全私立幼稚園で預かり保育や園開放等の子育て支援活動を実施している。

・ 保育所等（３８園）の園庭の芝生化に対して助成した。

・ 「認定こども園」設置促進のため、施設整備費補助及び先進地視察・研修会参加経費等に対して助成を行い､平成23年4

月の３園開設につなげた。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①幼児教育の充実

・ 接続事業や小学校教員の保育体験研修(長期社会体験）の成果を発信するとともに、特に長期社会体験研修者の活用を

市町村とも検討する。

・ 保育所への支援を充実し、園内研修体制が構築できるように、子育て支援総室や市町村保育担当課との連携を進める。

・ 県内市町村における幼保一体化の動きに対応した充実した幼児教育・保育を提供していくため、関係機関による検討員

会を設置し、幼稚園教諭・保育士研修のあり方を検討する。

・ 子育て応援市町村交付金を活用した保育体制充実を促進する等、市町村における保育所への主体的な指導体制の確立に

ついて、引き続き市町村を支援する。

②子育て支援の充実

・ 各種事業の成果が具体的な各園の動きに繋がる取組みとなるよう工夫して、各種事業を引き続き実施する。

・ 保育所、幼稚園の園庭の芝生化を進め、園庭を活用した子育て支援活動の展開や保護者同士のコミュニティーの活性化

を図り、地域の子育て支援力を強化する。

・ 「認定こども園」の設置を促進する。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①幼児教育の充実
○ 多様化する保育や幼児教育のニーズや課題に □幼児教育充実活性化事業【小中学校課】
合わせた研修を行い、職員の資質向上を図る。 ・ 義務教育以降の学びの基礎となる幼児期の育ちとまなびをつなぐ観点を重視

○ 各市町村における幼児教育の振興のため、職 した幼児教育の充実を図る施策を推進する。

員等に対して幼稚園教育要領や保育所保育指針 → ・幼・小連携の推進、・教職員の指導力向上に関する研修会の開催等

の趣旨・内容の周知を図り、円滑な実施に取り

組む。 □幼児教育の改善･充実調査研究【小中学校課】
○ 幼稚園・保育所の職員が、小学校教職員と意 ・ 幼児教育と小学校教育の円滑な接続のための関係者による意見交換や情報発

見交換し、小学校低学年の学習内容の理解に努 信、地域の実践を進めるとともに、これまでの取組成果を広く県内に普及する。

め、基本的生活習慣の定着、規範意識の育成及

び他者との関わり等を中心とした小学校入学前 □幼稚園教育理解推進事業【小中学校課】
後の相互の指導の在り方等について理解を深め ・ 幼稚園教育中央協議会に幼稚園教員を派遣し､教育要領の理解・推進を図る。

る機会を推進する。

○ 幼児教育専任指導主事及び保育専門員（Ｈ23 □幼稚園教員・保育士の指導力向上事業【教育センター】（再掲）
保育指導員から名称変更）による幼児教育の充 ・ 幼稚園教員・保育士の保育の実践力､今日的課題に対応する専門的な資質を高

実、職員の専門性の向上及び施設の組織体制の めるために、様々な研修の機会を設けて､実践的・専門的研修の充実を図る。

強化を図る。 ・ 幼稚園教員・保育士の合同研修会 ※東・中・西部での地域開催

○ 就学前の教育・保育を一体的に行い、地域の ・ 自主研修会支援 ※教育センターのアドバイザー派遣事業の活用 等

全ての子育て家庭を対象とした子育て支援機能

を備えた認定こども園の普及啓発と設置促進を □保育・幼児教育の質の向上強化事業【子育て支援総室】
を図る。 ・ 県教委の指導主事、保育指導員が市町村と連携し園訪問や希望する園の園内

研修、保護者研修会等の支援や保育士・幼稚園教員対象の各種研修会を開催。

□幼稚園教諭・保育士研修のあり方検討事業【子育て支援総室】
・ 検討委員会を設置し、幼保一体化に向けた研修の在り方を検討する。

□小学校教員の幼稚園・保育所における長期社会体験研修
【小中学校課】
・ 小学校教員が1年間の保育体験研修を通して、幼児教育や幼児期の発達を理解。

（主に５歳児を担当し、小学校低学年での指導のあり方について研修する。）

□教職員研修事業【教育センター】
・ 県内幼稚園の新規採用教員を対象に、毎年１０回の新規採用教員研修を実施。

また１０年経験者研修も隔年で年８回（選択研修も含む）の研修を実施。

□認定こども園設置促進事業【子育て支援総室】
・ 就学前の教育・保育を一体的に行う「認定こども園」の設置を促進させるた

めの保育料軽減事業、施設整備補助、運営費補助及び普及啓発を行う。

②子育て支援の充実 □園庭芝生化コミュニティー促進事業【子育て支援総室】
○ 幼稚園・保育所において家庭との情報交換の ・ 園庭を芝生化する公立保育所の所管市町村にその経費を助成し、園庭を活用

機会を設け、綿密な連携を図り、保護者と職員 した子育て支援の展開や、保護者同士のコミュニティーの活性化等を図り、地

又は保護者同士による子どもの望ましい発達に 域における子育て力の強化や子育て支援活動の充実を図る。

ついて語り合う場の設定等を推進する。

□鳥取方式の芝生化促進事業【協働連携推進課】（再掲２(3)、３(4)））
・ 園庭の芝生化を行う私立保育所・幼稚園に対して、その経費を助成する。

□子育て応援市町村交付金事業（市町村子育て支援員配置事
業）【子育て支援総室】
・ 子育てに不安や課題を抱える地域の子育て家庭を広域的にサポートする子育

て支援員を保育所等に配置

□子育て支援活動・預かり保育推進事業【子育て支援総室】
・ 私立幼稚園の行う預かり保育（通常の教育時間終了後や休業日等に行う保育）

や子育て支援活動に要する経費に対して助成する。

□家庭教育啓発相談事業【家庭・地域教育課】（再掲１(2)）

□企業との連携による家庭教育推進事業【家庭・地域教育課】（再掲１(1)）

□幼稚園教員・保育士の指導力向上事業【教育センター】（再掲）

□保育・幼児教育の質の向上強化事業【子育て支援総室】（再掲）
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(６)特別支援教育の充実

Ｈ２２成果と課題

①自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備

・ 高等特別支援学校設置準備委員会を設置し、保護者への意向調査、県外先進校視察など行いながら、基本的な整備方針

（設置場所、規模・学科数等）を決定。引き続き開校に向けた準備作業を早急に進める。

・ 白兎養護学校の訪問学級は、平成23年度内の完成を目標に鳥取医療センターにおいて整備中であるが、設計業務に係る

国立病院機構本部の承認に時間を要しており、工事着工が遅れている状況。

②特別支援学校のセンター的機能の推進

・ 新たに、発達障がい教育拠点を県立白兎養護学校と県立米子養護学校内に設置し、東・中・西部の３圏域で教育相談や

通級指導等による指導・支援を実施したが、同拠点での指導形態の一層の工夫(巡回指導等)が必要。

・ 幼・保から高校まで一貫した支援の充実に向けた取組み等に対する特別支援学校が担う役割の検討が必要。

③幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校での指導・支援の推進

・ 発達障がい等のある児童生徒が在籍し、学級経営等で困難を極めている小・中学校の通常学級に対して、ＬＤ等特別非

常勤講師を20名配置し、学級全体の学習環境の充実を図った。小・中学校等における特別支援教育支援員の配置が進まな

い状況もあり、今後も継続して市町村に対し理解を深めていくことが必要である。

・ 小・中学校の通常学級における特別な支援を必要とする児童生徒への支援及び校内支援体制の充実を図るため、手引書

を作成中（平成23年3月発行予定）。

・ 中学校の特別支援学級の教員の人的配置、７人の児童が在籍する自閉症・情緒障がいの特別支援学級の指導など複数回

訪問して課題解決に向かった。

・ 特別支援学級の指導について、教育課程や年間指導計画の作成、授業や就学などにおける課題は山積している。

引き続き、「特別支援学級担任のための手引(特別支援教育課作成)」の活用や研修会を通して指導改善を図る必要がある。

④「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を活用した指導の推進

・ 計画の作成状況等に係る調査結果(小・中 H16～、幼・高 H18～)を踏まえて、課題解決に向けた検討が必要。
・ 学校訪問時に「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を活用した支援を行っているが、一貫した支援を継続する

ためのシステム作りが必要である。

・ 県立高等学校に、校内委員会の設置や特別支援教育担当者を配置したが、各担当者同士が連携し、意見交換や事例検討

をして課題を共有する機会が少なく、課題の共有が進まず、学校ごとの対応にとどまっている状況。

⑤発達障がいを含む障がいのある児童生徒等の一貫した指導体制の確立と関係機関との連携の充実

・ 県内の３地域をグランドモデル地域及び推進地域に指定し、就学コーディネーターを指名して地域内の体制整備に向け

た支援・連絡調整等を行うことにより、特別支援教育の体制整備に係る取組を推進している。

・ また、各教育局の特別支援教育担当と特別支援学校コーディネーター、ＬＤ等専門員との連絡会により、各地域の小中

学校等における支援状況の把握と取組状況を確認し意見交換を行っている。県立特別支援学校の発達障がい教育拠点（通

級指導教室）との連携を図り、通級指導に相互に関わる事例も出てきた。

・ 年度当初に県立高等学校の引継の状況を把握したが、今後、高等学校課と連携し、高等学校における発達障がいのある

生徒への支援の充実に向けた対応策について検討が必要である。

・ 市町村教育委員会の就学指導担当者等を対象に就学指導連絡協議会を開催し、発達障がいを含む障がいのある児童生徒

等の適正な就学についての理解と推進を図っている。

⑥移行支援の充実

・ 「ジョブコーチセミナー」への派遣者の増や、県立米子養護学校に新たに配置した「就労サポーター」など、職場開拓

に向けた取組を実施したが、福祉や労働部局と情報の共有を図り、連携協力した取組の検討が必要である。

・ 現在の雇用情勢からも特別支援学校卒業生の就職状況は厳しく、さらなる就労支援に向けた取組みを行う。

⑦教員の専門性の向上

・ 専門研修等への派遣を継続して実施している。また、免許法認定講習の受講対象者を非常勤講師にも拡充して開催した

ことにより、参加者が大幅に増加している。

・ 特別支援教育に関する研修への派遣等に当たって、各校種に求められている教員の専門性の整理が必要。
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⑧保護者支援の充実

・ 通学支援については、通学バスのほか、通学支援職員の配置、遠距離通学支援に対する助成を継続している。

・ 保護者からの要望等の多様化への対応が課題である。

⑨特別支援教育の普及啓発

・ 特別支援教育に係る取組等について、機会を捉え（説明会や語る会等）、理解・啓発に努めている

・ 発達障がいや特別支援学校生徒の就労など特別支援教育に対する県民の理解を深める取組の充実が必要。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備

・ 知的障がいの軽い生徒への職業教育と発達障がいのある児童生徒への支援の充実を主要な課題として取り組む。

∇知的障がい特別支援学校における教育の充実 → 高等特別支援学校の設置（平成25年４月開校予定）

∇発達障がいのある児童生徒の中学校卒業後の進路保障、幼保・小・中・高等学校に在籍する児童生徒への指導の充実

②特別支援学校のセンター的機能の推進

・ 発達障がい教育拠点(通級指導)の指導形態(巡回指導等)を工夫し、発達障がいのある児童生徒への指導の充実を図る。

・ 各教育局の「特別支援教育担当」や「ＬＤ等専門員」と連携しながら、地域の小・中学校等の現状と課題を把握し、特

別支援学校の専門性を発揮するようセンター的機能の充実を図る。

③幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校での指導・支援の推進

・ 「特別支援学級担任のための手引」や「通常の学級における特別支援教育」の手引等をもとに、管理職研修を実施し、

特別な支援を必要とする児童生徒への指導・支援の充実に取り組む。

・ 特別支援学級担任への研修会を実施し、課題に応じた指導・支援の充実に取り組む。

④「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を活用した指導の推進

・ 一貫した支援を継続するために「個別の教育支援計画」等をツールとした校種間等の引継の推進及び引継に係るシステ

ム作りの推進を図る。

⑤発達障がいを含む障がいのある児童生徒等の一貫した指導体制の確立と関係機関との連携の充実

・ 県内の３地域をグランドモデル地域及び推進地域に指定し、特別支援教育の体制整備に係る取組を推進し、他地域への

普及啓発を図る。（特に、高等学校課と連携し、高等学校における発達障がいのある生徒への支援の充実を図る）

・ 市町村教育委員会の就学指導担当者を対象とした就学指導に関わる研修会等を実施し、適正な就学についての更なる理

解と推進を図るとともに、市町村の関係部局（福祉・保健等）との連携強化を図る。

⑥就労支援・進路指導の充実

・ ジョブコーチセミナーへの教員派遣の継続により、就労支援スキル保持者の拡充に取り組む。

・ 各圏域に配置した就労サポーターによる職場開拓に向けた取組の拡充を図る。

・ 県立学校に知的障がい者等を雇用し、校内における様々な業務に従事することにより、就労へ向けて必要なコミュニケ

ーション能力や各種技能等の習得を図り、民間企業等への就労促進を図る。

⑦教員の専門性の向上

・ 免許法認定講習の受講者を、引続き常勤講師及び非常勤講師も対象とする。

・ 「特別支援学級担任のための手引」並びに「通常の学級における特別支援教育」の活用を進める。

⑧保護者支援の充実

・ 県立特別支援学校での通学支援として、通学バスの運行、通学支援職員の配置、遠距離通学支援に対する助成を継続。

・ 日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒に対して、引き続き、学校看護師を配置し、医療的ケアを実施する。

⑨特別支援教育の普及啓発

・ 保護者及び学校関係者、県民等を対象に説明会や語る会等を開催し、特別支援教育に係る取組等の理解・啓発を進める。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①県立高等特別支援学校設置の検討 □県立高等特別支援学校開設準備事業【特別支援教育課】
○ 軽度知的障がい者に対応するため県立高等特 ○ 具体的な教育内容、教育課程、指導計画並びに入学者選抜に向けた検討等

別支援学校の設置に向けた検討

□白兎養護学校訪問学級（鳥取医療センター内）整備事業
【特別支援教育課】（再掲３（４））
○ 鳥取医療センターが整備する新病棟内に白兎養護学校の訪問学級を整備する。

②特別支援学校のセンター的機能の充実 □特別支援学校管理・運営事業【特別支援教育課】
○ 教育相談や研修など、地域の特別支援教育の ○ 県立特別支援学校において、地域の特別支援教育の拠点としての機能の充実

拠点としての機能を充実 及びセンター的機能に具体的内容の提示（学校案内やホームページ等の活用）

③開かれた学校づくりの推進 □開かれた学校づくりの推進【特別支援教育課】
○ 学校公開日（週間）の設定促進など ○ 各県立特別支援学校では、期日（期間）を設定し、学校公開を実施する。

④発達障がい教育拠点の設置 □発達障がい児童生徒等支援事業【特別支援教育課】
○ 各圏域に発達障がい教育の拠点を設置し、発 ○ 県立特別支援学校（白兎養、倉養、県米養）に通級指導教室を設置する等、

達障がい教育の充実を図る。 発達障がいのある児童生徒に対する専門的で質の高い指導を実施する。

⑤「個別の教育支援計画」と「個別の指 □特別支援教育総合推進事業【特別支援教育課】
導計画」を活用した指導の改善と関係 ○ 全ての障がいのある生徒への一貫した支援等、特別支援教育を総合的に推進

機関との連携推進 ○ グランドモデル地域の指定や研修会を開催し、「個別の教育支援計画」の活用

○ 「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の の普及を図る。（グランドモデル地域1カ所、推進地域2ヶ所）

活用を進め、関係機関との連携を推進 ・ 連携会議の開催（年２回開催）、研修会の開催（年２回開催）

・ ホームページを活用した周知（策定マニュアル等）

□高等学校における発達障がいのある生徒支援事業【高等学校課】
○ 発達障がい等特別な支援を必要とする生徒に対する効果的な学習支援や就労

・進学支援について、特別支援学校等と連携して実証的な研究を進める。

… 拠点高校（各地区１校）に高等学校特別支援コーディネーター配置

□全校体制で取り組む特別支援教育の推進【各教育局】
○ 管理職、特別支援教育主任を中心とした全校体制の構築を支援する。

【東部教育局】・ワークショップ等を通じた具体的な指導助言
・巡回相談を活用した学校及び特別支援教育主任への支援

【中部教育局】・手引等を活用した研修会の実施
・地教委と連携した特別支援学級経営への指導助言や研修会の開催

【西部教育局】・地教委担当者の個別の教育支援計画の理解促進や研修会の開催
・保護者の障がい理解を促進する環境づくりの支援

⑥自立と社会参加に向けた取組支援 □特別支援学校就労促進事業【特別支援教育課】
○ 職業教育の充実や卒業生の就労促進等を図り、 ○ 学習指導の充実（裁量予算による学校独自の事業展開）

幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた取組み ○ 現場実習先や雇用先の拡大（就労促進協議会開催や就労サポーターの配置、

を支援 ジョブコーチ研修への派遣）

□知的障がい者等に対する就労支援・雇用促進事業【教育総務課】
○ 県立学校での業務を通じて訓練を行い、一般就労への移行を促進する。

⑦教員の資質向上 □特別支援学校教育職員免許保有率向上事業【特別支援教育課】
○ 教員研修等により教員の資質向上を図るとと ○ 専門研修派遣（教育総合研究所等やＬＤ等専門研修への派遣等）

もに、総合的な専門性を担保する「特別支援学 ○ 免許法認定講習の実施（担当教員の免許保有率の向上）

校教諭免許状」の取得率を向上

○ 外部専門化等の導入や、専門研修派遣により □教職員研修事業【教育センター】
教員の専門性の向上を図る。 ○ 現場のニーズや今日的な課題に対応した研修を実施、指導力の向上を図る。

⑧保護者等への支援 □保護者への支援【特別支援教育課】
○ 保護者等負担軽減のための通学支援や福祉と ○ 特別支援学校の通学支援の継続

の連携による保護者の相談体制の整備を図る。 ○ 福祉との連携による相談支援体制の整備・充実と広報による啓発周知

→ ペアレントメンターの養成事業推進（NPO法人鳥取県自閉症協会への補助）

→ 医師等の専門スタッフを家庭や保育所等に派遣し、相談・指導を実施

⑨交流及び共同学習の推進 □交流及び共同学習の推進【特別支援教育課】
○ 障がいのある児童生徒と障がいのない児童生 ○ 障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒との相互理解を深める取組

徒との相互理解を深める取組みの充実を図る。 ・ 学校間や居住地域での交流及び共同学習の推進、 ・実践事例の紹介
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(１)児童・生徒減少期における学校の在り方

Ｈ２２成果と課題

①公立小・中学校の在り方

・ 小学校１・２年生の30人学級実施校は54校、中学校１年生の33人学級実施校36校であった。

少人数学級の実施に際しては、国の加配(指導方法工夫改善加配）を振替えて活用しており、市町村教育委員からは、

振替活用しないよう要望が上がっていた。Ｈ22はその要望を受け前年に比べ、小学校で12人、中学校で３人振替活用を減

らした。

・ 学級編制、定数改善等の国の動向を注視し、今後の鳥取県における取組の方向性を策定し、市町村教育委員会へ提示す

るとともに、共通理解を図っていく必要がある。

※ 国は小学１年の学級編制基準を４０人から３５人に引き下げるのに併せて、市町村教育委員会が地域や学校の

実情に応じて柔軟に学級を編制できるような仕組み定め、義務教育標準法案として第177回国会に提出。

②今後の高等学校の在り方

・ 県立中高一貫校については、中高一貫校設置検討委員会を設置し、３回の委員会と先進校視察により概ね設置の趣旨は

理解されたが、民間の設置構想が浮上し、関係者との情報交換に努め、慎重に進める必要がある。

・ 文部科学省の学級定員の見直しは、高等学校には影響しない見込みとなった。関係部局との意見交換を行ったが、今後、

幅広く県民の声を聞きながら改編計画策定作業を進める必要がある。

・ 鳥取西高の整備については「鳥取西高等学校整備のあり方検討会」で検討しているところであり、今後、関係機関とも

十分に協議しながら、より幅広に整備の方向性を検討していく。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①公立小・中学校の在り方

・ 学級編制、定数改善等の国の動向を注視しつつ、今後の鳥取県における小・中学校のあり方について引き続き、市町村

と意見交換を行いながら検討をしていく。

・ 少人数学級の対象学年の拡大や協力金の在り方については、市町村教育委員会と国の情報を共有しながら、今後も引き

続きしっかり意見交換を行い、より良い方法を考えてみたい。

②今後の高等学校の在り方

・ 平成２５年度の改編計画と平成３０年度までの改編の基本的な方針について、時代の変化に対応した学科の在り方、学

力向上のための方策等について、幅広く県民の意見を聞きながら決定する。

取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①公立小・中学校の在り方
○ 教育的な観点から、公立小中学校の在り方に

ついての検討が求められる市町村教育委員会に

対しては、より一層の協力・支援の強化を図る。

②今後の高等学校の在り方 □高等学校改革推進事業【高等学校課】
○ 新学科の設置も視野に入れ、改めて今後の高 ○ 時代の変化に対応した学科の在り方、学力向上のための方策等について、以

等学校の在り方を幅広く検討する。 下の観点から議論する。

・県が戦略的に取り組む新しい産業分野などで必要とされる人財育成のた

めの新学科設置等の必要性

・大学進学ニーズに対応した学科の在り方

・生徒減少に対応した学級定員減、学級減の必要性
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

Ｈ２２成果と課題

①県民に信頼される学校づくり

・ 小・中学校では、学校訪問時における教育局の継続的な働きかけと情報提供等を通じ、学校評議員やコミュニティ・ス

クール等の設置が進み、ほぼ目標値を達成。

・ 市町村教育委員会に対して学校組織マネジメント等の情報提供や啓発は継続しているが、学校評価等を生かした PDCA
サイクルによる具体的見直しは、個々の学校により差がある状況。

・ 今年度から、県立学校８校（高校６校、特別支援学校２校）を対象に第三者評価を本格実施し、教育活動の改善を図っ

ている。第三者評価の実施体制は、試行実施をとおして整ってきており、実施校への説明会や全管理職対象の研修会の実

施など周知に努めたが、第三者評価を行う評価委員の人選と研修に困難を感じている。

②学校組織運営体制の充実

・ コンプライアンスの確立に向けて、全所属で「県民への誓い」を掲示するとともに、研修を実施した。

・ 県立学校では、機会ある毎に服務規律の確保やコンプライアンス遵守の徹底と、副校長や主幹教諭研修の実施により職

務内容等の明確化を図ることでその効果も徐々に表れるなど、組織運営の充実に役立っている。

・ 事務局内各所属・県立学校の取組状況や結果をフィードバックすることにより、今後の取組の参考とした。

・ 依然、飲酒運転等の不祥事は根絶できず、さらなる取組が必要である。

・ 県立高等学校の組織運営体制の充実は、徐々に図られてきており、今後も一層推進したい。

③教職員の過重負担・多忙感

・ 校長会等を通じて、各学校での負担軽減の取組の推進を働きかけているが成果としてはまだ表れてない。

・ 「教職員業務状況調査」及び「教職員意識調査」を11月に実施。その調査結果を踏まえ、平成23年度中に負担軽減に向

けた提案を行う予定。その際、服務監督者（市町村教育委員会）とどう連携を図るかが課題である。

・ 教職員定数が減少するなかで、負担軽減の抜本的解決策を構築することは困難であるが、組織体制の見直しをさらに進

めるなど、継続して取り組んでいきたい。

④教職員の精神性疾患

・ 教育センターでの管理職研修、フォローアップ研修ともに実施済。実技研修として今年度は、傾聴法の習得及び事例検

討等を組み入れ内容の充実を図った。

・ 前年同期と比較して精神性疾患により休職している教職員の人数は減少した。H22.1末 38名→ H23.1末 30名（△8名減）

※管理職の意識啓発の研修等により、復職者へのフォロー・休職者の新規発生防止に徐々に効果が出ている。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①県民に信頼される学校づくり

・ 学校評価等を生かした PDCAサイクルによる小・中学校運営の具体的な見直し等は、学校により温度差があり、全県的
に情報交換する場を考えたい。

・ 県立学校の第三者評価の進め方に関しては、実施校の校長等の意見参考にしながら適宜改善し、円滑な実施に努めたい。

②学校組織運営体制の充実

・ 全学校種において、副校長の配置増により、一層の組織体制の充実に取り組む。

③教職員の過重負担・多忙感

・ 「教職員業務状況調査」及「び教職員意識調査」の結果を分析し、負担軽減のための対応策の構築に努める。

・ 「学校問題解決支援事業」により解決困難な問題を抱えている職員が弁護士と相談できる体制等を整え負担軽減を図る。

④教職員の精神性疾患

・ 今年度開催した実技を取り入れた研修については、参加者からわかりやすいといった声も多く、継続して実施する。

他部局や他県で復職支援や新規発生防止等により効果の上がる手法があれば積極的に取組んでいく。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①県民に信頼される学校づくり □学校現場の組織運営の強化の実施【教育総務課】
○ 学校評価点検及び公表の取組を全学校に拡大 ・ 学校幹部職員への研修、学校の点検評価の取組（自己・外部・第三者評価）

○ コンプライアンス（法令遵守）の徹底による ・ コンプライアンスの徹底（教育センタ－等での研修、行動指針の徹底）

学校運営の強化

○ 地域との連携等による開かれた活力ある学校 □学校評議員制度等の普及啓発の実施【小中学校課】
づくりの一層の推進のため、地域が学校運営に ○ 学校評議員制度、コミュニティ・スクール等の情報提供及び設置の呼びかけ

関わる取組みを促進

○ コミュニティ・スクールの導入など、次代に □県立学校第三者評価推進事業【高等学校課】
向けての学校運営の仕組み等の見直し ○ 全県立学校において、毎年８校づつ第三者評価を実施し、４年間で一巡する。

□県立学校裁量予算事業【教育環境課】
○ 学校の点検評価の取組

□組織マネジメントを意識した学校評価の取組事例の提供
【教育センタ－】
□学校経営への支援【東部教育局】
○ 学校運営・人事管理上の課題解決に向けて、学校訪問等を通して指導助言

②学校組織運営体制の充実 □教職員人事管理費（教職員定数）【高等学校課】
○ 学校裁量予算制度の一層の充実 ○ 組織運営体制の強化、指導体制の充実により安定した学校運営を可能にする。

○ マネジメント機能の向上 ・ 副校長：標準法上、教頭２人配置校及び複数の学科を有する学校等に配置

・ 主幹教諭：収容定員が７２０人以上の学校に２人程度配置

□県立学校裁量予算事業【教育環境課】
○ 学校の自立度を高め、特色づくりを進めるため、学校予算の校長裁量を拡大

・ 校長判断で流用が可能 ・学校努力で節減した予算は次年度繰越が可能

□県立高校裁量予算学校独自事業【高等学校課】
○ 学校運営費、教職員旅費、学校独自事業費の総額を年度当初に一括配分し、

校長は裁量で、生徒や学校の状況に応じた予算執行を行う

③教職員の過重負担・多忙感の解消 □教職員の過重負担・多忙感の解消【小中学校課】
○ 現在の教育水準を維持、一人ひとりの児童生 ○ 勤務実態の的確な把握（教職員動向記録表）

徒に教職員が向き合う環境づくりづくりの促進 ○ 教職員業務状況調査等を踏まえ、業務分担の見直しや、負担軽減のための取

ため、教職員数の確保に努める。 組の推進働きかけ。

・高等学校 概ね生徒 10人に対して教職員1人 ○ 少人数学級の継続実施や学校課題に応じた適切な加配措置。

・小中学校 概ね生徒 12人に対して教職員1人

○ 教職員の仕事内容の見直し

○ 教員の適正配置、外部人材の積極的な活用 □学校問題解決支援事業【教育総務課】
○ 学校現場における教職員等の過重労働対策の ○ 東・中・西 ３地区で、弁護士による相談事業を実施

推進 ○ 東・中・西 ３地区に、退職校長による相談・助言・相談窓口の新設

○ 学校問題解決支援チームによる年３回の検討会とデータベース作成

④少人数学級の継続【再掲２‐(１)】 □少人数学級の継続実施【小中学校課】（再掲２(1））
○ 少人数学級の継続 ○ 小学校１,２年生及び中学校１年生における少人数学級の継続実施。

⑤教職員の健康問題への対応 □教職員健康管理事業【教育総務課】
○ 教職員の心の健康問題に関して、教職員自身の ○ 疾病の早期発見と生活習慣病等の予防・進展防止のため定期健康診断を実施。

セルフケア、管理監督者の対応、教職員間の連携 ○ 各所属に健康管理担当医（県立学校）及び産業医（事務局）を配置

・協働の重要性などについての理解を促進すると ○ 各所属の衛生管理体制の確立及び衛生管理体制推進のための研修会の開催

ともに、教職員用の相談体制の充実を図る。

□教職員心の健康対策事業【教育総務課】
○ 教育センターと連携しメンタルヘルスケアを推進するための研修を充実

・ 一般教職員及び管理監督職を対象（各年３回）

・ 県立学校における職場研修会の開催（23年度までに全校実施）

○ 相談体制の充実

・ 健康管理主事による電話・メール相談及び職場訪問の実施

・ 職員の職場適応に係る相談の実施（相談会年３回、訪問相談３０回）

・ ストレスチェック後の面接指導の充実
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(３)使命感と実践力を備えた教職員の養成・確保・配置

Ｈ２２成果と課題

①教員の資質向上や指導力・授業力の向上

・ H23.3月にエキスパート教員を新たに18名認定し、H23年度は、既認定者27名と併せて45名（小学校14名、中学校10名、
高等学校14名、特別支援学校7名）が活動予定。

・ 小・中学校では、授業公開等により優れた指導技術の普及を推進し、所属校中心に教員の指導力向上に成果。

・ 県立高校では、普通５教科で認定となり、エキスパート教員が合同勉強合宿や県外教員との授業実践・研究交流事業等

で活動したが、他校への公開の研究授業は上半期が１名のみと時期的な偏りの解消が必要である。

・ エキスパート教員は認定期間が3年間であることを踏まえ、地域や教科のバランス等を考慮した認定者の拡充とともに、

制度に関する一層の理解が必要。

・ 特別非常勤講師の配置については、市町村の希望を基に調整し、効果的な配置について助言調整を行った。

・ 教育センターでは、評価能力・評価技術の向上を図るため、校長・副校長や教頭対象の「教職員評価・育成制度評価者

研修」を、県内外の実践発表やパネルディスカッション、演習等を取り入れて悉皆で実施した。

・ 各教育局では、各学校の課題を重点を定めて支援しており、今後も地教委との連携を深めながらの取組が必要である。

引き続き、指導主事が複数関わる体制と客観的データに基づく課題把握、改善案の具体的提案に努めたい。

・ 各校区の保・幼・小・中連携が進み、生活習慣の改善や授業改善により学力向上が図られた学校が増え、さらに、アド

バイザー派遣事業の見直しの効果として、学校相互の共同研究の事例も生まれている。

・ 学校からの要請による訪問指導が増える中、新学習指導要領の趣旨を生かした学校経営や授業づくりへの研修会（エキ

スパート教員を活用した研修会や市町村教育委員会指導主事研修会など）の実施や、過去２年間の周知内容の徹底を図る

ための市町村担当指導主事の研修会を開催した。

・ 来年度から学習指導要領が完全実施される小学校では、学校訪問等において言語活動を核とした授業改善の具体化や中

学校における授業力の向上が課題と考えている。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①教員の資質向上や指導力・授業力の向上

・ エキスパート教員認定制度は、所属校を中心に成果を踏まえて啓発し、教職員等の一層の理解を図りながら、地域や教

科のバランス等を考慮した認定者の拡充と優れた指導技術の普及に努める。

・ 高等学校では、県外の教科指導に優れた教員との交流や研究授業の実施により、将来のエキスパート教員の育成に努め

ており、今後は東・中・西部の各地区での５教科と専門教科でのエキスパート教員を認定し、授業力向上を進めたい。

・ 教職員評価育成制度では、自己申告書の様式の見直しを行い、目標管理での教職員育成の充実と、悉皆で行ってきた評

価者研修の対象者を絞り込むことで、より評価者のニーズに応じた研修を実施する。

・ 教頭研修で、H23年度に校内での活用を依頼した「被評価者研修のプレゼン資料」の実施状況等を把握し、学校を支援
する資料の改善を図る。

・ 教育センターでは、研修講座と「鳥取県公立学校教員として求められる資質・能力」との関係を明確にし、より教職員

の実態やニーズに応じた研修を実施する。

・ 来年度は、取り止めになる事業もあるが、教員の指導力向上、児童生徒の学力向上にかかわる新たな事業（研究指定校

等）の立ち上げを検討する。

・ 新学習指導要領の大きな柱となる言語活動の充実を授業改善の中核に据えた戦略的な取組を実施する必要がある。

・ 教員の大量退職時代を迎え、採用試験において、経験豊かな即戦力の確保とバランスの取れた人事管理のための「特別

選考制度」の導入を検討する。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①教員の資質向上や指導力・授業力の向 □鳥取県学校教育の重点の作成【小中学校課】（再掲２(1)）
上 ○ 新教育課程の完全実施に向けた円滑な移行と充実した教育実践の展開のため

○ 児童生徒の学ぶ意欲、興味・関心を引き出す に、実践のポイントと県の重点施策を併せて示す。

授業実践力と、児童生徒を引きつける豊かな人 ・「H23鳥取県教育のめざすもの」の活用及び「H24鳥取県教育の重点」の作成
間性や教養を備えている教職員の確保・養成

○ 教職員評価・育成制度の充実 □教育課程研究集会の実施【小中学校課】（再掲２(1)）
○ 教職員研修の充実や既存研修の効果の検証と ○ 新学習指導要領の趣旨や各教科等の目標・内容などの理解推進を図り、教育

見直しの実施 課程の実施上の課題解決に向けた取組を進めるために研究集会を開催する。

○ 「鳥取県スタンダード」を策定・活用し、授

業改善を推進【再掲２‐(１)】 □教職員評価・育成制度の評価者研修の充実【小中学校課】
○ 児童生徒が主体性を持って相互に学び合う学 ○ 教職員評価・育成制度の評価者研修を評価者の職への在籍年数に応じた研修

びの集団づくりの推進【再掲２‐(１)】 にするなど一層の充実を図る。

○ 各学校の実態に応じた学力向上や授業改善の

方策について、学校教育支援を行える体制の構 □授業力リーダー養成「エキスパート教員認定制度」【小中学校課】
築【再掲２‐(１)】 （再掲２(1)）

○ 小・中・高連携を推進し、学びの連続性を考 ○ 優れた教育実践を行っている教員を「エキスパート教員」として認定し、そ

慮し効果的な指導法を構築【再掲２‐(１)】 の高い技術を普及させ、本県教員の指導力向上を図る。

○ モデル校を指定して、授業改善の方策につい

て継続した学校支援を行い、その成果を他校に □教職員人事管理費【高等学校課】
還元【再掲２‐(１)】 ○ 教職員の人材育成及び資質能力の向上を図る。

○ 全教科で学校図書館を活用する学習への取組 ・ 教職員評価育成制度の実施、評価者研修及び面談の充実

を推進【再掲２‐(１)】 … 教職員が職務上の課題を認識して主体的に職務に取り組み、評価者

は、その職務遂行状況を公正・公平かつ客観的に評価する

□教職員派遣研修費【高等学校課】
○ 教職員の資質や指導力の向上を図る。

・ 計画的に各種講座・研修会や大学院、研究機関等に派遣し、研鑽

（中央研修、内地留学、ＬＤ等専門員養成研修派遣、新教育大、文科省主催

各種研修講座等、教育課程等県内研修費）

□教職員研修費、学校教育支援事業【教育センター】（再掲２(1)）
○ 教職員のライフステージに沿って研修を体系化し、教職経験に応じて職務

の遂行に必要な資質・指導力の向上をめざした講座の実施。

・ 教育現場のニーズや今日的教育課題に対応した研修の実施。

・ 研修後に、満足度調査や効果測定を行い、研修内容の充実やニーズを把握

○ 鳥取県教育のシンクタンクとして、学校への支援体制の充実

・ スーパーバイザー・指導主事等による支援体制の継続と充実

・ 教育センター HP等を活用した教育情報の提供
○ 鳥取県らしさを意識した学校現場との共同研究や、研究成果還元による授業

力・学校力の向上

・ 学力向上や授業改善に関する、スーパーバイザー・教育センター・学校と

の共同研究の推進と成果還元

・ 鳥取県の教育課題に対応するための研修支援（アドバイザー派遣事業）の

継続と成果の還元

□「学ぶ意欲の向上」を図る取組の推進【東部教育局】（再掲２(1)）
○ 指導方法の工夫改善等を通してわかる授業づくりを支援していく。

・ 研究指定校訪問、要請訪問、ワークショップ等で指導助言

（「学ぶ意欲の向上」の取組推進校）

□新学習指導要領への円滑な移行を支援【東部教育局】（再掲２(1)）
○ 学習指導要領への移行に関し、学校が行うべき準備について支援する。

・ 総合的な学習の時間及び英語活動のカリキュラム作成への指導・支援

（総合的な学習の時間のカリキュラム作成率）

（外国語活動のカリキュラム作成率）
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□中部地区小中学校・高等学校連携推進事業【中部教育局】
○ 校種を超えた相互理解、指導の連携により学力向上・進路意識の高揚を図る。

・ 高等学校での体験授業、高等学校からの出前授業、中学校・高等学校での

ＴＴ授業、生徒会・委員会活動等における交流事業

□人間性・社会性を基盤とした授業研究支援事業【中部教育局】（再
掲２(1)）

○ 児童生徒の豊かな人間性・社会性を育み、それを基盤とした協働的な授業研

究を支援する。

・推進会議、研究支援、実践協力校合同研究会、授業研究会

□西部地区学びをつなぐ・心をつなぐ・生活をつなぐ連携推
進事業【西部教育局】（再掲２(1)）
○ 市町村教育委員会・学校等が、子ども達の社会的自立をめざして地域に根ざ

した教育や。学年間・学校種間の円滑な接続を図る連携教育を実現する。

（１）子どもの学びをつなぐ学校教育のモデルづくりに参画する。

○ 地域のよさを生かした特色ある教育課程編成のモデルを提案する。

・ 幼稚園教育要領、保育所保育指針、小学校、中学校、高等学校新学習指導

要領の要旨を踏まえ、特色ある学校づくりに向けた教育課程の編成及び教育

(授業・保育)実践を推進する。

○ 言語活動と学習評価を連動させた授業づくりを提案する。

・ 学力の三要素を重視した授業づくりを進める。

・ 思考力・判断力・表現力等を育む言語活動を位置づけた授業づくりを共に

考え提案、助言する。

・ 全面実施に向けた教育計画の立案、作成状況等を点検・評価する。

○ 少人数指導、加配教員の効果的な活用を点検・評価する。

・ 学校の課題に即した加配教員を配置する。

・ 定期的な学校訪問による活用状況を確認する。

○ 子どもの学びの系統性を重視した学校種間連携のモデルづくりへの参画

・ 教科学習等の一貫した年間指導計画作成のために情報提供する。

・ 学年間連携・学校種間連携・地域連携を意図した課題別研修会を開催する。

（・学力・不登校・学習、生活基盤づくり・特別支援教育・人権教育・学校

種間連携・地域連携）

（２）子どもの心と生活をつなぐ学校・家庭・地域の連携モデルづくりへの参画

・ ねらいと意図を明確にした家庭・地域連携の理解を促す研修会を開催する。

・ 学校支援ボランティアの効果的活用のためのモデルを提案する。

・ 学習基盤づくり、生活基盤づくりの効果的取り組み事例を情報提供する。

・ 医療機関と協働して発達障がい児支援に関する情報を提供する。

（３）西部地区のレベルアップのために地教委間の連携を図り情報提供する。

・ 市町村教委担当指導主事等研修会を開催し情報提供・情報交流の場を設定

・ 「縦」と「横」の連携モデルを進める先進的な取り組み事例に学び合う機

会を提供する。
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(４)安全・安心な教育環境の整備

Ｈ２２成果と課題

①公立学校の耐震化
・ Ｈ21までに完了した県立学校の耐震化工事は16棟、Ｈ22は23棟（高校22棟、特別支援学校１棟）が完了予定で、特別支
援学校は耐震化率100％となる。今後も学校の耐震化の早期完了に向けて取り組んでいく。
・ 小・中学校は国の経済危機対策などの財政支援策により市町村の財政負担が軽減されたことから、本格的に耐震化が進
んでいる。今後も機会を捉え、引き続き耐震化を働きかけをしていく。

②学校内外の安全確保
・ 子どもたちの危険予測や危険回避能力等の実践力を育成するといった指導力の向上を図るための「学校安全研修会」を
開催（7月）し、学校の安全教育・安全管理の充実を図ることができた。
・ 「地域ぐるみ学校安全体制整備推進事業」や「学校安全ボランティア講習会」等を通して地域による安全確保を図った。
・ 引き続き、子どもたちの危険予測や危険回避能力等の実践力の育成と子どもたちの安全を確保するため、市町村教育委
員会や学校に対して、地域ぐるみによる学校安全の推進を働きかけていく必要がある。

③安全・安心な学校給食
・ 栄養教諭・学校栄養職員等を対象に衛生管理講習会等の研修会を開催（7月）し、調理場における衛生管理の徹底を図
った。引き続き、栄養教諭等の資質向上と衛生管理の徹底を図ることが必要である。
・ 衛生管理等における調査研究事業（文部科学省事業）を実施し、衛生管理の徹底を図った。

④学校図書館の整備の推進と教材整備の推進
・ Ｈ22は書架設置の要望はなかったが、書架設置にあたっては、引き続き県産材の利用推進を図る。
・ 教育センターでは、家庭学習用教材として作成した「小学校１年から４年生までの国語、算数ドリルの問題・解答編」
の活用が広がるようホームページで公開、さらに、教材開発検討委員会の意見や協力校での試行を通して「小学校５年か
ら中学校３年までのドリル」を作成した。今後、インターネット接続の環境にない家庭への対応策を考える必要がある。

⑤修学資金の支援
・ 高等学校等奨学金の新規貸与枠の十分な確保と大学等奨学金の新規貸与枠の拡充(120人→240人)や成績要件の緩和、さ
らに、より具体的な進路希望に沿った貸与ができるよう予約募集の時期を高校２年から３年に引き上げた。
なお、奨学金制度を維持するためには、返還金の回収が必須であり、引き続き債権回収強化に努める必要がある。

⑥校庭の芝生化
・ 県立鳥取聾学校（ひまわり分校）を芝生化するとともに、県立高校２校で芝生化工事に着手した。
・ 芝生化の効果検証については、本年度、小学校でモデル事業を実施する学校が無かったため、別事業で芝生化する学校
で検証を実施している。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①公立学校の耐震化
・ 予算及び執行体制を確保し、引き続き学校の耐震化の早期完了に向けて取り組んでいく。

②学校内外の安全確保
・ 学校安全研修会を教員対象に開催し、学校の安全教育・安全管理の充実と教職員の資質向上を図る。
・ 「地域ぐるみ学校安全体制整備推進事業」等の実施により、地域ぐるみによる子どもたちの安全確保を図る。

③安全・安心な学校給食
・ 衛生管理講習会等の研修会を実施し、調理場における衛生管理の徹底を図る。

④学校図書館の整備の推進と教材整備の推進
・ 新たに作成した「小学校５年から中学校３年までの家庭学習用教材」を協力校で試行活用いただくと共に、教育センタ
ーのホームページに公開する。さらに家庭学習用教材全体の内容を見直し、加筆・修正を行い、県内小・中・特別支援学
校に配布して活用を図る。

⑤修学資金の支援
・ この厳しい経済情勢等でも、修学が困難な生徒が希望校に進学できるよう奨学金制度の維持・拡充を図る。

⑥校庭の芝生化
・ 運動能力向上や精神的安定をもたらす効果が期待される「校庭の芝生化」を県立学校で実践する。さらに、「鳥取方式」
の校庭芝生化モデル校を選定・支援し、児童の健やかな心身を育成するための環境整備の充実を図る。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①公立学校の耐震化等 □県立学校耐震化推進事業【教育環境課】
○ 県立学校の耐震化を重点的に進めるなど公立 ○ 児童・生徒の安心・安全を確保するため、学校施設の耐震化を推進する。

学校の耐震化を促進 ・ 耐震化が必要な県立学校施設11校20棟の耐震改修（うち１棟改築）に着手

○ 特別支援学校の児童生徒数の増加による教室 ・ 公立小中学校等についても耐震化を促進

不足の解消を図る

□特別支援学校教室不足解消事業【教育環境課】
○ 県立米子養護学校及び倉吉養護学校の教室不足解消のため増築する。

□白兎養護学校訪問学級（鳥取医療センター内）整備事業
【特別支援教育課】（再掲２（６））

②学校内外の安全確保 □学校安全対策事業【スポーツ健康教育課】
○ 学校と地域社会やボランティア等との連携に ○ 子ども達が安全に生活するための学校や地域の安全教育・安全管理の充実を

よる子どもの安全確保への取組の推進 図る。

○ 全ての小学校において学校地域安全マップを ・ 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業の実施（学校安全ボランティア講

作成 習会の開催、スクールガードリーダーを配置して子どもを見守る取組を実施

○ 情報モラル教育は、安全に生活するための危 する市町村へ助成）→ 安全で安心できる学校づくりの推進

険回避(情報安全教育)と正しい判断や望ましい ・ 学校安全研修会の開催 → 安全教育・安全管理の充実と教職員の資質向上

態度を育てるという両面を体系的に推進【再掲

２‐(４)】 □教職員研修事業【教育センター】（再掲２(4)）
□ケータイ・インターネット教育啓発推進事業【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、 ２(4））

③安全・安心な学校給食 □学校給食指導事業【スポーツ健康教育課】
○ 衛生管理の徹底と安全・安心な学校給食の提 ○ 学校給食の円滑な実施を図るための衛生管理に関する指導や研修会等の開催

供 ・ 各種研修会で、栄養教諭、学校栄養職員を対象に啓発

○ 関係機関と連携した学校給食における異物混 ・ 衛生部局と連携した衛生管理に関する指導

入等の事故防止 ・ 学校給食における地産地消の推進

④食育の推進【再掲２‐(３)】 □学校における食育推進事業【スポーツ健康教育課】（再掲２(3)）
□学校給食用食材地産地消推進事業【スポーツ健康教育課】（再掲２(3)）

⑤学校図書館及び教材整備の充実 □みんなでチャレンジ教材開発事業【教育センター】（再掲２(1)）
○ 関係機関と連携した教育の推進や学校図書館 ○ 小学校５年から中学校３年までのドリルを協力校に配布するとともに教育セ

や教材整備の充実促進 ンターのホームページに公開する。

○ 小学校１年から中学校３年までのドリルの内容の加筆・修正を行い、県内小

・中・特別支援学校に配布して活用を図る。

□読書活動による人間力向上事業【高等学校課】（再掲２(2)）

⑥修学資金の支援 □奨学資金債権回収強化事業、育英奨学事業、進学奨励事業
○ 必要とされている生徒に貸与ができるよう奨 【人権教育課】
学金の貸与枠や財源確保を図る ○ 経済的理由により修学が困難である者に対して以下の奨学金の貸与を行うこ

とにより、有用な人材を育成する。

・ 鳥取県育英奨学資金（大学等・高校等）

・ 高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金

○ 大学等への進学に際し、金融機関から進学資金を借り入れた者に対し、利子

の一部を助成することにより、進学意欲・意識の高揚等を図る。

○ 回収困難な事例を債権回収会社に委託し、奨学金返還未納額の拡大を防ぐ。

⑦校庭の芝生化 □県立学校校庭芝生化推進事業 【教育環境課】（再掲２(3)）
○ 児童・生徒の安全・安心な屋外活動を可能と

し、運動能力の向上や精神的安定をもたらす効 □鳥取方式の芝生化促進事業【協働連携推進課】（再掲２(3)、２(5)）
果が期待される校庭の芝生化を推進
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(５)私立学校への支援の充実

Ｈ２２成果と課題

①私立学校の振興

・ 私立幼稚園・学校の園児・生徒・保護者の負担軽減を図るため、学校(園)の教育環境の維持向上に必要な経費に対して

助成を行った。

・ 各私立高等学校の実情を把握するため、６月に１回目の学校訪問を実施し、その後、各校２回の学校訪問を実施した。

学校自己評価は定着してきたが、外部評価等については今後も推進を図る必要がある。

②学校経営の健全性の向上・入学者確保

・ 本年度国において創設された「高等学校等就学支援金」を交付し、家庭教育費の負担軽減を図った。

・ 国の「就学支援金」に準じた県独自の「私立中学校就学支援金」を新たに創設した。

・ 学校経営の健全性の向上のため、早期退職の退職金割増しに対する助成を実施した。

・ 保護者の負担軽減を図るため保育料の軽減を実施している私立幼稚園に対して助成を行なった。

・ 年々園児数が減少しているため、新入園児確保に対応が必要。

③私立学校の耐震化

・ 私立高等学校７校のうち、３校で耐震診断、２校で耐震化工事に取り組んだ。

・ ７月30日に、国に対して、学校施設の耐震化の促進について要望を行った。

・ 私立幼稚園への耐震診断助成制度を新設し６園が耐震診断を実施した。また、１園が老朽化した園舎の改築工事を実施

した。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①私立学校の振興及び②学校経営の健全性の向上・入学者確保

・ 私立学校の情報公開の一層の推進、学校評価制度の一層の定着・充実を図る。

③私立学校の耐震化

・ 耐震化率の一層の向上を目指す。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①私立学校の振興 □私立学校教育振興補助金【青少年・文教課】
○ 特色ある教育活動の推進を図るための支援 ○ 私立学校（幼稚園、中学校、高等学校、専修学校）の生徒・保護者の負担軽

○ 優秀な教職員の人材確保・育成(特に若手職員 減を図るため、学校の教育環境の維持向上に必要な経費に対して助成を行い、

育成)のための研修などの支援 県内生徒へ多様な教育の機会を確保する。

○ 多様な生徒に対するきめ細かい教育を提供す
るための支援 □私立幼稚園運営費補助金【子育て支援総室】（再掲）
○ 実践的な職業教育の促進を図るための支援 ○ 私立幼稚園の教育条件の維持向上及び保護者負担の軽減を図るとともに、学

○ 情報公開、学校評価制度の導入促進を図るた 校経営の健全性を高め、特色ある取組を促進する（私立幼稚園の運営費に助成）

めの支援
□私立高等学校等特別支援教育サポート事業【青少年・文教課】
○ 私立学校における特別支援教育を推進する。

・ 特別支援教育に係る、長期研修の代替教員の経費の一部、学習環境整備に

要する経費の一部、担当教員の人件費の一部を助成

□特別支援教育推進事業【子育て支援総室】
○ 私立幼稚園における特別支援教育の充実、振興を図るため、特別支援教育の

実施に係る教員人件費、教材費等に対して助成を行う。

□心豊かな学校づくり推進事業【青少年・文教課】
○ 私立高等学校の生徒の体験活動、教育相談体制の整備等に要する経費に対し

て助成する。

□子育て支援活動、預かり保育推進事業【子育て支援総室】（再掲）
○ 平日・休日等預かり保育や地域への園開放、保護者に対する教育相談等、子

育て支援活動に要する経費に対して助成する。

□人権教育推進事業【子育て支援総室】
○ 人権尊重の精神の芽生えを育むため、私立幼稚園で行われる保護者啓発活動

等に要する経費に対する助成を行う。

□ティーム保育推進事業【子育て支援総室】
○ 幼児教育の充実のため、ティーム保育（補助教諭配置）導入に係る教員人件

費に助成を行う。

□私立幼稚園における学校関係者評価の推進【子育て支援総室】
○ 私立幼稚園における学校評価の推進を支援するため、教育委員会主催の研修

会への参加呼びかけや、教育委員会と協調しながら情報提供、説明会等を実施。

②学校経営の健全性の向上・入学者確保 □私立高等学校等就学支援金【青少年・文教課】
○ 私立学校の教育条件の維持向上や学校経営の ○ 国において創設された「高等学校等就学支援金」及び県版の「中学校就学支

健全性の向上、保護者等の学資負担の軽減を図 援金」を交付し、家庭の教育費の負担軽減を図る。

るための私立学校助成の充実

□私立学校生徒授業料減免補助金【青少年・文教課】
○ 私立学校に在籍する生徒の学資を負担している者の経済的負担の軽減を図る。

・ 私立学校の納入金を減免している学校設置者に対して助成

□私立幼稚園保育料軽減事業補助金【子育て支援総室】
○ 経済的負担を軽減するため、同時在園保育料軽減制度及び第３子保育料軽減

制度により保育料を減免している幼稚園設置者に対して助成を行う。

□私立学校経営改善支援事業【青少年・文教課】
○ 私立中・高等学校が経営改善を図るため教職員数の適正な見直しを図るため

の退職金割増に要する経費に対して助成する。

□私立幼稚園運営費補助金【子育て支援総室】（再掲）

③私立学校の耐震化
○ 私立学校施設の耐震化の促進を図るため、耐 □私立学校施設整備費補助金【青少年・文教課】
震診断に係る経費への助成及び耐震化に対する □私立幼稚園施設整備費補助金【子育て支援総室】
支援の充実 ○ 老朽化した私立学校施設の改築及び大規模修繕等に助成し、安全な環境の中

での教育の確保を図る。
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４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

(１)文化・芸術活動の一層の振興

Ｈ２２成果と課題

①文化・芸術振興による地域の「創造性」の向上

・ 芸術・文化活動の活性化を図るため、アーティストや文化団体への支援等に取り組み、個人・団体のレベルアップや、

趣味的な活動から鑑賞者を意識した活動への転換が進んだ。

一方、文化的な公共サービスの担い手である県文化団体連合会等の活性化が必要である。

・ 県民が芸術・文化を発表する場や鑑賞する機会を拡充するため、「とりアート（県総合芸術文化祭）」、「県美術展覧会」、

「とっとり伝統芸能まつり」等を開催し、とりアートでは地区事業数が増加したり、美術展覧会では出品数が増加するな

ど発表する場の拡充に寄与したほか、伝統芸能まつりでは伝統芸能継承の意識醸成にもつながった。

一方、とりアートや美術展覧会では鑑賞者が前年度より減少しており、広報強化などの改善が必要である。

・ アーティストリゾートの展開促進や地域の魅力向上等の付加価値を高めるため、芸術家や地域との協働により、引き続

き「鳥の演劇祭」や「岩美国際現代美術展」を開催するとともに、22年度は「ＢｅＳｅＴｏ演劇祭」を開催し、県内外か

ら鑑賞者が訪れるなど広く情報発信できる取組として定着し、また地域の活性化や魅力向上につながった。

一方、他の地域では同様の取組が進展しておらず、全県的に取組が進展しやすい仕組みづくりが必要である。

・ 子どもたちや若者の芸術・文化に触れる機会の確保や芸術・文化活動の活性化のため、「県ジュニア美術展覧会」、「芸

術鑑賞教室」等を開催し、ジュニア美術展覧会では出品数が1000点以上増加、芸術鑑賞教室では開催希望校が増加するな

どの成果があった。

一方、芸術鑑賞教室ではより多くの児童・生徒へ鑑賞機会を提供することが課題である。

・ 子どもの頃から芸術・文化に触れ、芸術・文化が生活の一部となる生活スタイルを浸透させるため、アートスタート事

業を22年度からは市町村主体の事業として実施し、より住民に身近な市町村の積極的な関与を促進した。

ただ、依然として未実施地域が多く、より多くの地域へ拡充していくことが必要である。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①文化・芸術振興による地域の「創造性」の向上

・ 芸術・文化活動の活性化を図るため、引き続きアーティストや文化団体への支援等に取組むとともに、県文化団体連合

会等の活性化のための取組を検討する。

・ 芸術・文化を発表する場や鑑賞する機会拡充のため、引き続き「とりアート」をはじめとする各種事業を実施するとと

もに、「とりアート」においては、参加の少ない若者や男性への広報を工夫するなどして鑑賞者の拡充を図っていく。

・ アーティストリゾートの展開促進等のため、引き続き「鳥の演劇祭」や「岩美国際現代美術展」を開催するとともに、

全県での取組を進展させるため、新たに地域密着型の文化・芸術を中心とした地域づくりを支援していく。

・ 子どもたちや若者の芸術・文化に触れる機会の確保等のため、引き続き「県ジュニア美術展覧会」、「芸術鑑賞教室」を

開催するとともに、芸術鑑賞教室においては、学校による偏りを是正するため、新規参加校を優先するなどの措置を講じ

ていく。

・ 芸術・文化が生活の一部となる生活スタイルを浸透させるため、アートスタート事業を実施するが、未実施地域の解消

に向け、実施主体となる市町村の意識啓発を図っていく。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①アーティストや文化団体への支援、支 □鳥取県文化芸術活動支援補助金【文化政策課】
援団体等との連携 ・ 県内に活動拠点をおく芸術家、文化活動者、団体等が行う芸術・文化活動に

○ アーティストや鳥取文化団体連合会等の文化 対する経費の一部を支援

団体への支援

○ 文化・芸術活動を支援する方々と連携した文 □鳥取県文化団体連合会主催事業【文化政策課】
化・芸術活動の活性化 ・ 文化的な公共サービスの担い手である鳥取県文化団体連合会の活動を支援し、

地域に根ざした創造性の高い活動を育成し、特色ある地域文化の振興を図る

②文化・芸術を発表する場や鑑賞する機 □第9回とりアート(鳥取県総合芸術文化祭)開催事業【文化政策課】
会の拡充等 ・ 国民文化祭の成果を継承・発展させるべく、県民自らの手による文化芸術の

○ 県民が文化・芸術を発表する場や鑑賞する機 祭典として実行委員会が開催する事業を支援（９～11月開催）

会の拡充

○ 財政事情が許せば県民合意を得た上での美術 □鳥取県美術展覧会開催事業【文化政策課】
館の建設 ・ 広く県民から美術作品を募り、優れた作品を展示する鳥取県美術展覧会を開

催し、鑑賞機会の提供及び美術、文化の進行に寄与

□とっとり伝統芸能まつり開催事業（第47回郷土の民俗芸能
大会）【文化政策課】
・ 「日本のまつり・2009鳥取」の成果を踏まえ、伝統行事・芸能を次世代に引き
継ぐための取組みとして開催

③アーティストリゾートの展開促進等 □ｱｰﾃｨｽﾄﾘｿﾞｰﾄ創造事業（劇団付き劇場による地域創造事業）
○ 「アーティストリゾート」の展開の促進 【文化政策課】
○ 心豊かな県民生活、ネットワークづくり、地 ・ 鹿野・鳥の劇場が「劇団付き劇場」として、劇団、地元住民、鳥取市、鳥取県

域の魅力向上などの付加価値の創造への貢献 等との協働により、「鳥の演劇祭」、ワークショップ、体験イベントを開催

□ｱｰﾃｨｽﾄﾘｿﾞｰﾄ創造事業（ｱｰﾃｨｽﾄｲﾝﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ事業）【文化政策課】
・ 岩美町、地元住民、鳥取県との協働による実行委員会を設置し、自然をテー

マとした展示会をアーティストインレジデンスにより開催

□ｱｰﾃｨｽﾄﾘｿﾞｰﾄ推進事業【文化政策課】
・ 各地域で取り組むアーティストと連携した地域密着型の文化芸術を中心とし

た地域づくり等の支援や移住定住により文化芸術を中心とした地域活性化に取

り組む団体の企画運営人材の雇用・養成を支援

④文化・芸術に触れ、感性を磨く機会の □芸術鑑賞教室開催補助金【文化政策課】（再掲２(2)）
確保【再掲２‐(２)】 ・ 県内の高校、特別支援学校の生徒を対象に、学校の体育館や文化施設での芸

○ 教育現場や地域で、子ども達や若者が文化・ 術鑑賞機会を提供する。

芸術に触れ、感性を磨く機会の確保 ※小中学校の芸術鑑賞については、文化庁事業又は市町村実施（市町村交付金

対象）で対応

□鳥取県ジュニア美術展覧会開催事業【文化政策課】
・ 児童・生徒等の創作作品を発表する場を提供し、出展機会を拡大することで、

芸術文化活動への意欲を高め、県内の青少年の美術活動の助長と振興を図る。

⑤文化・芸術が生活の一部となる生活ス □アートスタート「次世代鑑賞者育成事業」【文化政策課】
タイルの浸透促進 ・ 未就学児を対象とした作品鑑賞、創造体験、公演鑑賞の機会提供、企画及び

○ 子どもの頃から文化・芸術に触れる機会を拡 紹介の支援

充し、文化・芸術が生活の一部となる生活スタ ・ アートスタートの取組みに係る情報や課題を、市町村や活動団体で共有する

イルの浸透の促進 ため情報交換会を開催
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４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

(２)文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

Ｈ２２成果と課題

①文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

・ 文化財保護推進のための情報発信・調査研究を実施。

【課題】広く、一般県民に見えるよう更なる打ち出し。市町村や保存団体等との連携の強化。

・ これまで調査を行ってきた文化財のうち１２件を新規に県指定 → 近年では最大の指定件数。

【課題】引き続き、予定案件の調査研究を行うとともに、新たな対象の掘り起こし。

・ シンポジウムや講座などによる文化財についての情報発信を実施。

・ 三徳山世界遺産登録運動推進協議会を中心に、情報発信、調査研究、保存管理を、年次ごとに策定した計画に基づいて

実施している。来年度以降も引き続き新たな主題設定に向け、継続的に事業を実施していく必要がある。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

・ 引き続き、「文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり」を目指す。

・ 県内の優れた文化遺産を観光資源としても活用できるようその魅力の発掘を行う。また、現在はまだ文化財としては評

価されていないが、「鏝絵（こてえ）」や、日野郡の「たたら」などに光を当て、観光資源となる文化遺産の掘り起こしを

行う。

・ 遺跡等では、パンフレット等でその概要を説明しているが、さらに自分で学習できるようにすることで、文化遺産によ

り親しみやすくする。

・ 小・中学校などと連携し、校外学習等で遺跡や文化財に触れる機会を提供する。

・ 三徳山については、世界遺産を視野に入れ、継続的に調査研究・情報発信を実施する必要がある中で、年次ごとに計画

を策定し、事業を実施する。併せて地元関連活動団体等と連携をして、観光振興やまちづくりへの活用を推進していく。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①文化財を大切にする機運の醸成【再掲２ □とっとりの文化遺産魅力発掘事業【文化財課】
‐(２)】 ○ 妻木晩田遺跡、上淀廃寺、三徳山から近代化遺産まで、県内の優れた文化遺

○ 県民が歴史や文化を誇りに思い、文化財を大 産を観光資源としても活用できるようその魅力の発掘を行う。

切にする気運の醸成 ○ 現在はまだ文化財としては評価されていないが、「鏝絵（こてえ）」や、日野

○ 文化財主事による学校等への出前講座などの 郡の「たたら」などに光を当て、観光資源となる文化遺産の掘り起こしを行う。

充実
□文化遺産を活用した子どもの知的好奇心アップ事業【文化財課】

②文化財保護の推進と情報発信 ○ 子どもが、郷土に残る文化遺産やその情報に触れる機会を増やし、知的好奇

○ 文化財指定、登録、指定後のフォローアップ 心を喚起するため、学習ノートの作成等を行う。

等による文化財保護の推進

○、文化財の積極的な情報発信と活用の促進 □情報発信「鳥取県の文化財」【文化財課】（再掲２(2)）
・ 「全国歴史の道会議」鳥取大会を開催し、「歴史の道」の情報を発信する。

③文化財を身近に感じ、親しむ地域づく ・ 「新規指定文化財展示会」、「建造物調査報告会」の開催

りの推進
○ 地域の身近な文化財を訪ねる楽しさを伝える □調査研究「鳥取県の文化財」【文化財課】
活動や身近な無形民俗文化財を地域で伝承して ○ 国･県指定、登録の候補になる文化財の調査研究を実施し指定等に取り組む

いく活動の支援 ・ 建造物、民俗文化財、天然記念物等の詳細調査の実施（９件）

○ 妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡をはじめとす

る本物の文化財に触れ、楽しめる環境の整備及 □情報発信「とっとり弥生の王国」【文化財課】（再掲２(2)）
び活用の促進 ○ 国内最大級の弥生時代集落「妻木晩田遺跡」、地下の弥生博物館「青谷上寺地

遺跡」の２大遺跡を「とっとり弥生の王国」とし、総合的に情報発信し、県内

④三徳山の世界遺産登録に向けた学術調 外に鳥取県の歴史・文化を周知する。

査 ・ とっとり弥生の王国情報発信…福岡県でシンポジウムを開催予定

○ 三徳山の世界遺産登録に向けた学術調査の推 ・ 妻木晩田遺跡活用事業（イベント参加者数5,000人）

進と登録に向けた取組みの支援 新緑、秋麗まつり、考古学講座、企画展示など各種イベントの開催

・ 青谷上寺地遺跡活用事業（青谷上寺地遺跡展示館でのイベントの開催）

・ 弥生時代をイメージさせるお菓子のアイデアを募集

□伝統芸能等支援事業【文化財課】
○ 無形民俗文化財の保存伝承を図るため、保存団体の活動への支援

・ 民俗芸能フォーラムの開催、保存団体への支援（４件）

□妻木晩田遺跡調査整備事業（保存整備）【むきばんだ史跡公園】
○ 国の「史跡等総合整備活用推進事業」による史跡整備

・ 遺跡の発掘調査の過程や手法が理解でき、来場者に疑似発掘体験を楽しん

でいただけるよう発掘調査区の再現場所を設置する遺構表示等の整備を行う。

□未来に引き継ごう！県民の歴史資産「三徳山」調査活用推
進事業【観光政策課】
○ 世界遺産登録を視野に入れ、三徳山の歴史を探り、価値を高め、観光やまち

づくりへの活用を推進するため、三徳山世界遺産登録運動推進協議会を中心に

調査研究や情報発信等の事業を行う

□文化財保護指導費【文化財課】
○ 埋蔵文化財保護調査 … 三徳山の重要遺跡等の学術調査への助成

□青谷上寺地遺跡出土品調査研究等事業：青谷上寺地遺跡弥
生講座関連事業【埋蔵文化財センター】
○ 青谷上寺地遺跡の魅力を積極的にアピールするための情報発信

・ 土曜講座の年５回開催

・ 外部講師と職員との対話を通じて調査研究成果を分かりやすく伝えるミニ

フォーラムを１回開催。

□鳥取県の考古学情報発信事業：「古代歴史への誘い」事業
【埋蔵文化財センター】
○ 文化財主事が鳥取県の考古学に関わる出前講演を実施

・ 関東圏４回、中京圏４回、関西圏４回を予定

□青谷上寺地遺跡発掘調査事業：【埋蔵文化財センター】
○ 国史跡青谷上寺地遺跡を整備・活用していくための必要なデータを得る

□青谷上寺地遺跡史跡指定地公有化・保存活用事業【文化財課】
○ 国史跡青谷上寺地遺跡を保存・整備・活用するため、国史跡指定地を平成20

年度から10ヵ年かけて公有化し、その土地の維持管理及び活用方策を検討する。
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５ スポーツの振興

(１)心豊かで活動的な地域スポーツ社会の構築

Ｈ２２成果と課題

①少年期のスポーツ活動の適正化

・ 「小学生のスポーツ活動に関するアンケート」を実施し、把握した課題等の情報発信を各種会合の機会を捉えて実施。

少年期のスポーツ活動の適正化のための課題は、指導者、保護者、学校サイド側の問題など多岐にわたり、どのような

形で啓発を行っていくかも課題である。

なお、小学生のスポーツ活動に関わる指導者等を対象とした講習会を11・12月に県内３地区で開催し、小学生のスポー

ツ活動について考えてもらうよい機会になった。

②生涯スポーツ社会の実現

・ 運動・スポーツの実施率の向上に向け、「鳥取県民スポーツ・レクリエーション祭」の参加者数を増やすとともに、「ウ

ォーキング立県」に向けた取組を推進するよう、市町村教育委員会などに呼びかけ等を行った。

なお、よりよい大会となるよう競技団体等の意見を聞きながら、今後の方向性についての見直しを行っている所である。

・ 総合型地域スポーツクラブが未設置の市町村は１村であり、働きかけを行っているが、進展していない。

・ どこでもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会となるよう県内各地に「総合型地域スポーツクラブ」の育成

を行っているが、それを統括する広域スポーツセンターの機能が不十分であるため、広域スポーツセンターの組織やその

機能をどのようにするのか、他県の状況も参考にしながら、(財)鳥取県体育協会との連携も踏まえて検討中であり、具体

的な方策までには至っていない。

・ 鳥取県生涯スポーツ推進協議会で、県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査の分析を実施し、日ごろ、運動不足

(80.6%)や運動の必要性(95.7%)を感じているが、日常の運動を心がけている(49.2%)と数値が低く、その要因として、
「時間がない」、「適当な仲間がいない」、「運動やスポーツの経験がない」という状況であった。

③トップアスリートの育成（競技力の向上）

・ 競技力向上への取組みをより強化するため、今年度から選手強化業務を県体育協会に委託している。

・ 企業の少ない鳥取県にとって成年競技の育成は課題であり、今年７月に鳥取大学、12月に鳥取短期大学と県体育協会と

県教委が「スポーツ振興に関する協定」を締結し、今年度は、鳥取大学漕艇部、弓道部、鳥取短期大学ソフトボール部を

強化指定部として指定した。

・ ジュニアの育成については、一貫した指導体制の整備が必要であるが、組織的･計画的指導体制が整備されておらず、競

技活動現況調査を実施した。その結果を基に、ジュニア期から成年までの一貫した強化体制や指導体制作りをどの様に構

築するかが課題である。

・ 県教委と県体協で月１回の連絡会を実施。業務分担や事業の取り組み状況等を確認しあい効率的な業務を遂行している。

県体協は競技団体とのヒヤリングや意見交換等を行い強化推進を図っている。

Ｈ２３ 対 応 方 針

「元気力アップ鳥取」のスポーツ振興戦略として、
ア 子どもたちの体力の向上と小・中・高・大学の一貫した指導システムの構築

イ 国体３０位台を目指した重点強化の計画的な実践
ウ スポーツコミュニティーの形成とトッブアスリートの活用
の３つの重点施策を推進し、競技スポーツ・生涯スポーツ・学校体育・運動部活動の好循環の創出を目指す。

①少年期のスポーツ活動の適正化

・ 今後も何らかの形で講習会を実施するとともに、少年期のスポーツ活動の適正化に向けた啓発資料（指針等も含めた）

を作成し、会議等の説明資料とする。

②生涯スポーツ社会の実現に向けて

・ 地域の受け皿となる「総合型地域スポーツクラブ」の育成を進めるとともに、「鳥取県民スポーツ・レクリエーション

祭」の開催方法等について、検討するなど成人週１回以上の運動・スポーツ実施率の向上を目指す。

③トップアスリートの育成（競技力の向上）

・ 競技人口の少ない鳥取県にとって、ジュニアからの一貫した指導体制の整備が必要であり、県体育協会と連携して競技

団体と話し合いを進める。

・ スポーツ振興計画の目標である「国体３０位台」の定着に向けて、重点競技をしぼり強化を図る。

・ 重点競技の強化用施設・備品等計画的に整備に努め、安定した競技力の定着を図る。

・ 指導者の適正配置や確保に努め、トップアスリートの育成・確保に努める。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①学校体育・スポーツ活動の充実【再掲２ □学校体育充実事業【スポーツ健康教育課】（再掲２(3)）
‐(３)】 □児童生徒の体力向上事業【スポーツ健康教育課】（再掲２(3)）

□芝生でいきいきとっとりっ子事業【スポーツ健康教育課】（再掲２(3)）
□運動部活動推進事業【スポーツ健康教育課】（再掲２(3)）

②青少年健全育成に基づいたスポーツ活 □生涯スポーツ推進費【スポーツ健康教育課】
動の普及 ○ 青少年健全育成の理念に基づいた少年期のスポーツ活動を奨励する。

○ 勝敗のみにこだわるのではなく、いろいろなス ・ 地域（学校）や保護者との連携強化

ポーツを体験させたり、スポーツ活動以外にも仲間 ・ 市町村及びスポーツ団体との連携による研修会の充実

との交流や奉仕活動をさせるなど、青少年健全育成 ・ 少年スポーツクラブに対する支援協力体制の整備

の理念に基づいた活動の奨励 ・ 競技団体と連携した適切な指導の実施

○ 青少年健全育成の理念に沿った適切な指導等の ・ 小学生スポーツ指導者講習会の開催（東・中・西部地区）

普及・啓発

③地域における生涯スポーツの充実 □スポーツコミュニティー育成事業【スポーツ健康教育課】
○ 総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞの設立及び育成の支援 ○ 生涯スポーツ社会となるよう「総合型地域スポーツクラブ」等の育成と支援

○ 地域スポーツの振興やスポーツに対する県民 を図り、クラブを中心としたスポーツコミュニティの形成を促進する。

への啓発（各種イベント開催等）と、各市町村 ・ クラブマネジャー研修会の開催（年３回開催）

や関係団体等の連携を密にした推進組織の整備 ・ とっとり広域スポーツセンター企画運営委員会の開催（年２回開催）

○ ＮＰＯ法人やプロスポーツ団体との連携によ （総合型地域スポーツクラブを旧３９市町村に設置（H22＝22市町））
るスポーツ活動の普及・活性化の推進

○ 高齢者や障害者が取り組みやすいスポーツ・ □生涯スポーツ推進費：【スポーツ健康教育課】
レクリエーション活動の普及等 ○ 生涯スポーツ推進の普及啓発活動や生涯スポーツ振興のための方策を検討

・ 鳥取県生涯スポーツ推進協議会の開催（年２回開催）

・ 鳥取県体育指導委員研究大会等の開催及び開催経費の一部助成

□スポーツ・レクリエーション事業：【スポーツ健康教育課】
○ 「生涯スポーツの振興」や「人づくり・地域づくり」が根付き、県民のスポ

ーツ活動がより盛んになることを目指して、各種大会を継続して実施する。

・ 鳥取県民スポーツ・レクリエーション大会の開催

・ 全国スポーツ・レクリエーション祭への派遣等に係る経費の一部助成

□中部地区社会体育担当者研修会の開催【中部教育局】
○ 市町における生涯スポーツ・社会体育の充実を図るため、社会体育担当者が

一堂に会し、課題解決に向けた講演・研究協議・実技研修等を行う。

□レクリエーション活動支援事業【青少年・文教課】
○ 青少年の健全育成、健康で生きがいに満ちた暮らし等に有効な手法であるレ

クリエーションを普及

・ 県レクリエーション協会が行う鳥取県レクリエーション大会に助成する。

④競技スポーツの総合的な向上 □ジュニア期一貫指導体制推進事業：【スポーツ健康教育課】
○ 競技力向上に係る基本的な考え方や方針の決 ○ ジュニア期（小中高）の一貫指導体制の確立と優秀なジュニア選手の発掘育

定 成･強化により、本県競技力向上のための基盤を整備する。

なお、次の業務については、県からの業務委 ・競技者育成プログラムの作成、活用、実践 ・指導者の育成

託に基づき県体育協会が中心となって取り組む。 ・ジュニアクラブチーム等の育成･支援 ・高等教育機関との連携

・国体や全国大会に向けた直接的な選手強化

・競技団体等への指導 □競技力向上対策事業費：【スポーツ健康教育課】（県体育協会に委託）
・ジュニア期における選手強化（中学生選抜、高校部指定、強化選手の指定等）

・成年国体選手等に対する強化選手の指定、環境整備、医科学サポートの充実

（国民体育大会の総合成績 常時３０位台の成績を確保（Ｈ22＝46位））

□国体成年団体競技強化事業：【スポーツ健康教育課】
○ 高い競技力を有する社会人クラブチームを指定し、その活動を支援する。

・ 選手強化に必要な遠征費等活動費の一部助成（県体育協会に委託）

□競技スポーツ推進費：【スポーツ健康教育課】
・ 国体知事表彰（国体入賞者）、スポーツ顕彰授与（国際大会で優秀な成績）
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６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

(１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

Ｈ２２成果と課題

①県民とともに進める開かれた教育行政
②教育問題等への迅速かつ的確な対応

・ 教育委員会の活動状況等を適切に情報発信したり、学校現場の様子や意見を聞く機会の設定や協議の場を設けるなどの

取組みにより、開かれた教育行政の推進に努めた。

・ スクールミーティングの実施（7/6,9/3,1/13）により、教育委員と学校の教職員、保護者、生徒等との意見交換を行い、
現場の課題やニーズの把握に努めるとともに、対応策を検討し、できるものから実施した。今後も、上記取組みを継続す

ることにより、情報公開、学校現場の課題やニーズの把握に努めることとしたい。

・ 「平成21年度教育行政の点検及び評価」の実施にあたり、鳥取県教育審議会委員から意見や提案をいただき、充実した

点検評価となるよう努めた。

③鳥取県教育振興基本計画の確実な推進

・ 「平成22年度アクションプラン」の作成や「平成21年度教育行政の点検及び評価」を実施し、ＰＤＣＡサイクルの確立

に努めた。

・ ９月末時点で中間評価と教育関係団体にアンケートを実施し、課題等の抽出を行った上で、来年度予算要求を行った。

・ 県の将来ビジョンの推進、平成22年度工程表に基づく達成度の評価、知事マニフェストの進捗管理などとの整合性を図

りつつ、基本計画の進捗管理・評価とを如何に効率的に進めるかが課題。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①県民とともに進める開かれた教育行政、及び②教育問題等への迅速かつ的確な対応

・ 学校・家庭・ＰＴＡなどの各種団体や地域、企業などと連携しながら、積極的な情報提供と意見交換等を行うなど、引

き続き開かれた教育行政の推進に努める。

・ 教育に関する重要事項の検討は、鳥取県教育審議会や各分科会の積極的な活用など広く県民の意見を聴きながら進める。

③鳥取県教育振興基本計画の確実な推進

・ ＰＤＣＡサイクルを確立するため、基本計画の確実な推進に向け、より上向きスパイラルとなるよう、中間評価・次年

度予算要求・点検評価等の流れをより円滑なものに工夫していく。

取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①県民とともに進める開かれた教育行政 □知りたい 聞きたい 開かれた教育づくり事業【教育総務課】
○ 県民の教育に関する理解と関心を高める取組 ○ 学校現場の課題・ニ－ズの把握

みの推進 ・ スク－ルミ－ティング年６回開催

○ より一層の情報提供と広報公聴活動の推進 ・ 教育だより「とっとり夢ひろば」の発行

○ 教育委員会事務の点検・評価制度の適正な実 ・ 「とっとりの教育」の出前説明会 等

施と教育施策への確実な反映

□教育委員会費【教育総務課】
②教育問題等への対応 ○ 教育委員会の情報公開

○ 多種・多様な教育問題等に迅速に対応する組 ・ ホ－ムペ－ジを通じた教育委員会議事録の迅速な公開

織づくりや専門機関等の連携の検討 ・ ホ－ムペ－ジを通じた教育委員リレ－コラムの実施（１年間に全委員）

□教育審議会費【教育総務課】
③鳥取県教育振興基本計画の確実な推進 ○ 教育等の重要事項について、調査審議、建議を行う。

○ 鳥取県教育振興基本計画の着実な推進 ○ 鳥取県教育振興基本計画の円滑な推進

・ 学校など関係団体に対するアンケ－ト調査

・ 出前説明会
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６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進

Ｈ２２成果と課題

①市町村との連携・協力体制の充実

・ 定期的な連絡協議会の開催や、全国都道府県教育委員会連合会や文部科学省等から入手した各種教育行政情報を積極的

に提供するなど、情報共有に努めるとともに、新任委員研修や全体研修会を実施し市町村教育委員の資質向上を図った。

・ 各地区毎に指導主事等連絡協議会等を開催し、情報の共有や指導力の向上を図った。また、市町教育委員会訪問により、

学校への指導・支援について共通理解を図っている。

・ 地域主権のあり方について市町村教育長と意見交換を行ってきたが、今後も引き続き方向性を探っていく必要がある。

・ 町村が指導主事（地域教育担当）を配置する場合の人件費の一部を助成することによって、町村における指導主事配置

を促進した結果、新たに２町村で配置され、全市町村での指導主事配置が達成された。

②高等教育機関との連携・協力の一層の推進

・ 県内３大学（鳥取大学、鳥取環境大学、鳥取短期大学）と島根大学教育学部による「学校支援窓口一覧」をホームペー

ジに掲示するとともに、県内学校に情報提供しその活用を促している。

・ 学生教育ボランティアについては、鳥取大学近郊の学校を中心に継続的な活動が活発に行われている状況がある一方で、

活動を希望しながら実際の活動が行われていないという状況があり、新たに募集情報をメールで提供するなど、学生の確

保に努めたが、実績としてはあまりあがらなかった。

・ 鳥取環境大学の改革案について、評価・検討委員会を設置し検討を行った結果、環境学部環境学科・経営学部経営学科

の２学部２学科体制と公立大学法人化の方向性が示された。

・ 本年度「中部ものづくり道場」が設置され、東・中・西部の３か所の拠点の設置が完了した。今後も関係機関と連携し

た道場の円滑な運営に協力していく。

Ｈ２３ 対 応 方 針

①市町村との連携・協力体制の充実

・ 引き続き、市町村教育委員会と連絡協議会や情報提供などにより意思疎通を密にするとともに、教育委員の研修会開催

などにより市町村教育委員の研修支援を行う。

②高等教育機関との連携・協力の一層の推進

・ 様々な教育課題等について、高等教育機関と情報を共有し、必要に応じてワーキンググループを開催するなど、連携を

一層促進する。

・ 少子化が進む中で、県内の各高等教育機関は安定的に学生を確保する必要があり、各大学等の魅力づくりの取り組みに

対して協力していく。

・ 県内東部、中部、西部に設置された「ものづくり道場」が有効に機能するよう、鳥取大学等関係機関と連携して道場の

運営を支援する。
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取 組 の 方 向 Ｈ２３年度アクションプラン

①市町村との連携・協力体制の充実 □教育企画費：市町村教育行政連絡協議会開催事業【教育総務課】
○ 市町村教育委員会の共同設置、指導主事配置 ○ 市町村教育委員会との情報共有

の義務化、市町村教育委員の研修などの円滑な ・ 意見交換会の開催（年２回以上）

実施に向けた取組みの充実

□教育企画費：市町村教育委員会委員研修事業【教育総務課】
○ 市町村教育委員の資質向上

・ 研修会開催（新任委員研修及び委員研修の２回開催）

□市町教育委員会への支援【東部教育局】
○ 課題共有のための市町教育委員会への訪問や東部地区指導主事連絡協議会を

開催する。

（市町教育委員会訪問） 年２回以上

（東部地区指導主事連絡協議会） 年３回以上

□町村教育委員会支援事業【家庭・地域教育課】
○ 町村の要請に応じ、教育の専門家である指導主事(地域教育担当)を派遣する。

②高等教育機関との連携・協力の一層の □教育企画費：高等教育機関との連携推進【教育総務課】
推進 ○ 県内の高等教育機関や各校長会と連携し、県内の教育課題解決に向けた取組

○ 県内高等教育機関の一層の充実への協力 み等を検討する

○ 高等教育機関等と県内企業との共同研究拡大 ・（テ－マ）教員養成、高大連携、学校支援など

○ 鳥取のものづくりを支える人材や地域産業界 ○ 学生教育ボランティアに関する情報提供等を行う

のニーズに応じた職業人の育成及び液晶や情報

通信システムに対応できる人材の創出を支援 □高等教育機関等支援事業【青少年・文教課】
○ 県内の高等教育機関、学校、教育委員会等が、 ○ 社会貢献につながる研究開発と人財育成を行う県内の高等教育機関等の活動

より一層の連携を図り、相互の機能を活用した、 を支援する。

教育上の諸課題への対応策の検討・実践 ・ 県内高等教育機関が行う環境分野の研究に対して助成など

○ 高等教育機関の公開講座等との連携による

住民の学習機会の拡大【再掲１‐(３)】 □楽しむ科学まなび事業【青少年・文教課】（再掲２(1)）
○ 科学的な思考力を高め、次代を担う人材を育成する。

・ 子供達に対し、身近に科学を体験・実感する、また最先端の科学にふれる

機会を継続的に提供

・ 数学をテーマに、体験型ワークショップなど楽しみながら学べるイベント

を実施

・ 県内理科関係者団体に対して助成し県内各地で実験教室を開催

・ 最先端の研究を行う一流科学者の講演会｢楽しむ科学教室」を開催

・ ものづくり指導者の養成の取組に対する支援。

□高等教育機関との連携促進【図書館】（再掲１(3)）
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【参考：数値目標一覧】

＊平成23年3月1日現在で把握できている数値のみ記入

１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

∇心とからだいきいきキャンペ－ンの 41.3％ 71.2％ 68.6％ → 就学前・小学校を 100％
保護者認知(実施)率 【再掲１－（２）】 (小中高特) （幼保のみ） （幼保のみ） 重点実施

∇自治会単位の「人権学習会(小地域懇 18市町村 19市町村 19市町村 ↑ 全市町村
談会)」実施市町村 (19市町村)

∇「鳥取県家庭教育推進協力企業」認 184社 253社 413社 450社 500社
定企業数【再掲１－（２）】 36.8％ 50.6％ ＊82.6％

↑

90.0%

∇学校支援地域本部設置数 2箇所 5箇所 7箇所

↑

９箇所 10箇所

∇放課後子ども教室設置市町村数 9市町村 10市町村 11市町村

↑

12市町村 14市町村

・〔東部地区〕学社連携の取組を行う公 2館 4館 6館

↑

10館
民館数

・〔中部地区〕学社連携推進モデル地域 ３市町 ３市町 → ５市町
の指定 －% 60% 60% 100% 各市町５地域

・〔西部地区〕学校・家庭・地域が連携 ５市町村 市町村 9市町村
した取組を実施している市町村実施率 －% 56 % (未定)％ 100％ 100％

・〔西部地区〕子どもを中心とした地域 ５市町村 市町村 9市町村
の教育力の向上に向けた具体的取組 －% 56 % (未定)％ 100％ 100％
を実施している市町村実施率

∇とっとりマスター認定者数 1人 4人 ６人

↑

８人 10人

∇県立博物館の入館者数(6.1万人:H19) 8.3万人 6.7万人 8.2万人

↑

6.6万人 6.7万人 6.8万人

＊

∇公立図書館の個人貸出冊数 4.8 冊 5.0冊 (未定)冊 5.0 冊 5.1 冊 5.2冊
(人口一人当たり) (4.65冊:H19) (28位) (全国15位以内)

・船上山少年自然の家利用者数 27,628人 27,154人 25,334人 → 27,000人 27,000人 27,000人
・船上山少年自然の家利用団体数 321団体 339団体 277団体 → 300団体 300団体 300団体

・船上山少年自然の家目標十分達成率 65％ 65％ 56％ → 60％ 61％ 62％
＊

・大山青年の家利用者数（幼児） 1,537人 2,052人 1,676人 → 2,000人 2,000人 2,000人
＊
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

∇大学・短大等進学率(43.9％:H19年) 43.6％ 43.6％ 45.0％

↑

50.0％(H30)

∇学校以外で平日60分以上学習(宿題
や予習復習)している児童
生徒の割合【再掲１－（２）】 小学６年 52.6％ 56.3% 57.5％

↑

60％
中学３年 64.0％ 61.8% 65.6％

↑

70％

∇学力の二極化の傾向の解消 (全国学力 二極化傾 二極化傾 二極化傾 →
・学習状況調査及び高校入試結果で評価) 向有り 向有り 向有り 二極化解消

∇(小中)将来の夢や目標を持
っている児童生徒の増加 小学６年 81.2％ 84.7％ 85.9％

↑

対前年増
(全国学力・学習状況調査) 中学３年 69.5％ 69.1％ 68.9％ → 対前年増

(高校)進路実現のため目標に
向かって努力している生 高校２年 45.2％ ※ － 47.3％

↑

対前年増
徒の増加(高校生ｱﾝｹｰﾄ)

∇(小中)国語、算数(数学)の
勉強は好きだという項目 小学６年 59.8％ 62.0% 61.6％ → 対前年増
の肯定的な回答の平均値 中学３年 51.5％ 53.2% 53.4％

↑

対前年増
の増加(全国学力・学習状
況調査で評価)

(高校)学ぶ意欲・態度に関 高校２年 38.4％ ※ － 38.2％ → 対前年増
する項目の肯定的な回答
の増加(高校生アンケ－ト)

・〔東部地区〕「学ぶ意欲の向上」の取
組推進学校数 ６校 １１校 １６校

↑

２０校 － ２０校

・〔東部地区〕総合的な学習の時間のカ 小40％ 小80％ 小100％ ↑ 中学校
リキュラムの作成率 中30％ 中60％ 中70％

↑

100% 100％

・〔東部地区〕外国語活動のカリキュラ
ムの作成率 20％ 80％ 100％ ↑ 100％

∇小中学校で「道徳の時間の授業公開」
(全て又は一部 小学校：99.3％(H19) 100％ 99.3% (未定)％ 100％に近づける
の学級で実施) 中学校：100％(H19) 100％ 93.3% (未定)％ 継続

∇朝の一斉読書(朝読) 小学校： 94.6％ 97.0％ 97.0％ → 100％
の実施率 中学校： 95.0％ 94.0％ 95.0％

↑

100％
＊高校は一斉読書の実施率 高 校： 45.8％ 55.0％ 62.0％

↑

60％

∇１日に全く読書をしない 小学６年： 16.7% 15.8% 15.5％ → 限りなく０に
児童生徒 中学３年： 30.8% 31.3% 29.3％ → 近づける

∇児童生徒が文化芸術に触れる機会を 100％
持つように努める⇒２年に１回以上 －% 小 88% (未定)％ ※学校における鑑

【再掲４－（１）】（現状71.8％(H18及び 中 82% 賞教室等に関する

19に文化芸術に触れた学校の割合)） 実態調査（H19)

∇小・中学校とも不登校の出現率の減 全国平均を下

H19 不登校出現率 小学校0.43％ 小0.40％ 小0.36％ (未定)％ 回るとともに、
中学校2.53％ 中2.46％ 中2.83％ (未定)％ 限りなく０に
高 校1.52％ 高1.44％ 高1.55％ (未定)％ 近づける

・〔東部地区〕不登校児童生徒への組織
的対応が十分できた学校の割合 60％ 80％ 85％

↑

100％ 100％(自己評価)
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【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

∇体力調査結果を親世代(S53～57)の平均値に近づける

＜50ｍ走＞ 親世代 S53～ S57(平均) 秒 %
小５男 9.05秒(100%) 9.28秒 9.36秒 9.36(97) → 9.23秒(98%)
小５女 9.26秒(100%) 9.59秒 9.54秒 9.57(97) → 9.45秒(98%)
中２男 7.86秒(100%) 8.01秒 7.92秒 7.93(99) → 7.86秒(100%)
中２女 8.65秒(100%) 8.80秒 8.70秒 8.83(98) → 8.65秒(100%)

＜ボール投げ＞親世代 S53～ S57(平均) m %
小５男 31.0m(100%) 27.4m 25.7m 26.0(84)

↑

27.9m(90%)
小５女 17.6m(100%) 15.3m 14.9m 15.4(88)

↑

15.8m(90%)
中２男 22.3m(100%) 21.7m 20.9m 20.9(94) → 22.3m(100%)
中２女 14.5m(100%) 13.4m 13.8m 13.4(92) → 14.5m(100%)

∇校内性教育推進委員会設 小学校 43％ 46％ (未定)％ 100％
置率 中学校 75％ 80％ (未定)％ 100％

高 校 100％ 100％ (未定)％ 継続
特別支援学校 100％ 100％ (未定)％ 継続

∇中学、高校における薬物 中学校 76.7％ 70％ (未定)％ 100％
乱用防止教室の開催率 高 校 83.3％ 85％ (未定)％ 100％

∇食に関する指導年間計画 小学校 68％ 64％ (未定)％ 100％
の作成率 中学校 48％ 37％ (未定)％ 100％

特別支援学校 33％ 29％ (未定)％ 100％

∇朝食喫食率 【再掲１－（２）】小学５年 90.3％ 91.2％ 90.7％ → 99％ 100％

中学２年 89.6％ 89.5％ 86.7％ → 98％ 100％
高校２年 79.8％ 84.6％ 81.2％ → 96％ 100％

∇学校給食用食材の県内産使用率 H23.12
54％ 57％ 63％

↑

60％ 60％

∇栄養教諭の市町村への配置 3町 9市町 11市町

↑

16市町

∇情報モラル教育の実施
小学校：61.5％(H19) ※－ ％ 87.1％ (未定)％ 100％
中学校：80.0％(H19) ※－ ％ 95.0％ (未定)％ 100％
高 校：100％ (H19) 100 ％ 100％ (未定)％ 継続

∇環境教育全体計画の作成及び改善
小学校：48.6％(H19) 54.6％ 58.3% (未定)％ 80% 90% 100％
中学校：35.0％(H19) 38.3％ 31.7% (未定)％ 75% 90% 100％

∇学校のＴＥＡＳⅡ
・Ⅲ種（鳥 小学校：12.2％(H19) 11.4 % 13.7% (未定) % 19% 22% 25％
取県版環境 中学校：15.0％(H19) 13.3 % 15% (未定)% 24% 27% 30％
管理ｼｽﾃﾑ） 高 校：41.7％(H19) 54.2 % 62.5% (未定)% 100% 100％
取得の促進 特別支援学校：28.6％(H19) 57.1 % 100% (未定)% 100％
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【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

全国学力学習状況調査質問紙調査より

∇「新聞やテレビのニュ－ス
などに関心を持つ 小学６年： 61.0％ 65.1% 64.0% → 肯定的な回答
児童生徒の増加」 中学３年： 63.1％ 66.4% 63.1% → 率の増加

∇「今住んでいる地域の歴史や自然に 肯定的な回答
ついて関心がある 小学６年： 43.4％ 43.4% － % 率の増加
児童生徒の増加」 中学３年： 20.6％ 21.6% － % (H22調査なし)

∇「人の役に立つ人間に 肯定的な回答
なりたいと思う 小学６年： 93.0％ 93.3% 95.3% ↑

率の増加
児童生徒の増加」 中学３年： 90.5％ 90.9% 92.7% ↑

∇「人が困っているとき 肯定的な回答
、進んで助ける 小学６年： 77.5％ 81.3% 82.4% ↑

率の増加
児童生徒の増加」 中学３年： 71.7％ 71.0% 73.6% ↑

∇「今住んでいる地域 肯定的な回答
の行事に参加する 小学６年： 74.8％ 76.1% 76.1% → 率の増加
児童生徒の増加」 中学３年： 43.5％ 43.7% 43.9% ↑

∇小学校教員による保育所・幼稚園で 全市町村
の保育体験研修の実施 3市町村 6市町村 8市町村

↑

11市町村 (19市町村)

∇幼稚園、保育所、小学校の連絡協議会の ※ － ※ － 年度内に 100％ 全ての小学校
設置や、教職員の交流の機会の設定 確認 区

∇「子どもの育ちを支えるための資料
（保育所児童保育要録）」の作成と小
学校への送付 － 100％ 100％ ↑ 100％ 100％ 100％
（平成22年度以降に就学する児童から対象）

∇認定こども園の設置 ０施設 ０施設 ０施設 → 9施設(H26)

∇個別の教育支援計画の作成 27.3％ 58.6％ 75.2％

↑

80％
（H20公立幼・小・中・高）

∇個別の指導計画の作成 84.9％ 89.4％ 90.2％

↑

100％

（H20公立幼・小・中・高）

∇特別支援学校高等部（専攻科含む）
卒業生の就職希望者の就職率の向上 71.4％ 73.9% (未定)% 75％以上
（H19:50％）

（特別支援学校高等部（専攻科含む） 28.0％ 30.1% (未定)% 30％以上

卒業生の就職率の向上（H19:17.5％）） →3月末 把握

∇特別支援学校教職員の該当障がい種に関
する特別支援学校免許状保有率の向上 79％ 78％ 74.3％ → 90％以上

∇特別支援学級教員の該当障がい種に関
する特別支援学校免許状保有率の向上 38％ 39.5％ 41.2％

↑

40％以上
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

▽学校評議員制度(類似制度を含む）
の設置率 6 園 6 園 (未定)園
＜ H19末＞幼 稚 園 ： 44.4％ 66.7% 77.8% (未定)% 100％

141校 136校 138校

↑

小 学 校 ： 95.3％ 95.3% ※97.8% 99.3% ↑

100％
58校 58校 59校

↑

中 学 校 ： 93.3％ 96.7% 96.7% 98.3% ↑

100％
高 校 ： 100 ％ 100％ 100％ (未定)％ 継続
特 別 支 援 学 校 ： 100 ％ 100％ 100％ (未定)％ 継続

学校評価制度

実施率 幼 稚 園 ： 75 ％ 100 ％ 100％ (未定)％ 100％
∇ <H18末> 小 学 校 ： 100 ％ 100 ％ 100％ (未定)％ 継続
自 中 学 校 ： 100 ％ 100 ％ 100％ (未定)％ 継続
己 県立学校 ： 100 ％ 100 ％ 100％ (未定)％ 継続
評 公表率 幼 稚 園 ： 33.3％ 100 ％ 100％ (未定)％ 100％

価 <H18末> 小 学 校 ： 33.8％ 100 ％ 100％ (未定)％ 100％
中 学 校 ： 14.8％ 100 ％ 100％ (未定)％ 100％
県立学校 ： 100 ％ 100 ％ 100％ (未定)％ 継続

∇ 実施率 幼 稚 園 ： 0％ 33 ％ 67％ (未定)％ 50％ 75％ 100％
学 <H18末> 小 学 校 ： 50.9％ 87 ％ 89％ (未定)％ 100％

校 中 学 校 ： 42.6％ 80 ％ 90％ (未定)％ 100％
関 県立学校 ： 100 ％ 100 ％ 100％ (未定)％ 継続
係 公表率 幼 稚 園 ： 0％ 33 ％ 56％ (未定)％ 50％ 75％ 100％
者 <H18末> 小 学 校 ： 36.3％ 57 ％ 57％ (未定)％ 100％
評 中 学 校 ： 23.1％ 50 ％ 55％ (未定)％ 100％
価 県立学校 ： 100 ％ 100 ％ 100％ (未定)％ 継続

・精神性疾患による休職者数の出現率 100 ％ 90％ (未定)％ 70％ 60％ 50％減
は全国平均を下回るとともに休職者 37 人 33人 (未定)％ 26人 22人 19人減
数は19年度の50％減とする(H19:37人)

〔西部地区〕
・セミナーごとの学校参加率 20％ 20％ (未定)％ 40％ 60％
・研修内容を学校経営や校内研究等で
活用している研修成果率(セミナー後の 50％ 50％ (未定)％ 80％
追跡調査及び学校訪問等での聴き取りを実施)

∇公立学校の耐震化率の向上
高 校：47.0％(H20.4) 50.6％ 53.6％ 68.8％

↑

90％
特 別 支 援 学 校：82.6％(H20.4) 84.8％ 97.8％ 100％ ↑ 100％

小中学校：58.7％(H20.4) 62.9％ 65.7％ (未定)％ 80％
幼 稚 園：55.6％(H20.4) 55.6％ 66.7％ (未定)％ 100％

∇小学校での学校地域安全マップ作成率 82% 76％ (未定)％ 90%

・学校安全に関する 小学校： 92.7％ 85.0% (未定)％ 100％

マニュアルの作成率 中学校： 80.3％ 80.0% (未定)％ 100％
高 校： 95.8％ 80.8% (未定)％ 100％
特別支援学校： 100％ 100% (未定)％ 継続

・修学資金の支援(奨学資金の貸与財源の一
部となる返還未収金の徴収を強化し、収納額の 3.0億 3.4億 4.1億

↑

4.3億 4.5億 4.9億
向上を図る。奨学資金収納額４.９億円)
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【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

・私立中・高等学校（7校）の学校関係

者評価実施率 71.4% 85.7% 85.7% → 100% 100% 100%

・私立幼稚園(28園)における学校関係
者評価の公表率 0％ 0％ (未定)％ 50% 75.0% 100%

４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

∇県指定文化財の新規指定件数 ３件 ４件 １２件

↑

３件 ３件 合計15件

人 人 ＊ 人 人 人 史跡等総合整備活

・妻木晩田遺跡来場者数 31,895 26,211 36,114

↑

48,000 50,000 用推進事業が終了
する H24から年間
5万人を目指す。

・青谷上寺地遺跡展示館来場者数 人 人 ＊ 人 人 人
10,321 8,195 6,365 → 17,000 18,000 20,000人

５ スポーツの振興

【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

∇総合型地域スポーツクラブの設置 旧２０市町村 旧２１市町村 旧２２市町村 旧28市町村 旧30市町村 旧39市町村

52％ 54％ 57％

↑

72％ 77％ 100％(H28)

∇県民(成人)の運動・スポーツ実施率 直近調査 直近調査

平成１６年度実績(44.3%) はＨ１６ 51.7% はＨ２１ 60％以上

∇国民体育大会 40位台前半
46位 47位 46位

↑

（常時30位台）

６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

【 数値目標（平成25年度）】 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
(実績) (実績) (実績) (目標) (目標) (最終目標)

▽鳥取県教育振興基本計画の数値目標 － ％ 26.7％ (各項目の数値 100％
の達成率 確定後に記載)

▽市町村教育委員会の「指導主事」配 17市町村 17市町村 19市町村 ↑ 19市町村 19市町村 全市町村
置率 (19市町村)
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【鳥取県教育振興基本計画、アクションプランに関するご意見・お問合せ先】
鳥取県教育委員会事務局 教育総務課
〒６８０－８５７０ 鳥取県鳥取市東町１丁目２７１番地
電 話 ０８５７－２６－７９１４
Ｆ Ａ Ｘ ０８５７－２６－８１８５
Ｅメール kyouikusoumu@pref.tottori.jp

【鳥取県教育振興基本計画に関するホームページアドレス】
http://www.pref.tottori.lg.jp/shinkoukihonkeikaku


